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序     文 

 

 パキスタン・イスラム共和国では、ポリオ等の感染症、少数民族地域・紛争地帯における地雷

等による外傷、2005 年 10 月の北部地域大地震による外傷、保健医療サービスや医療品・資機材

の不足等によって、多くの人々がなんらかの障害を抱えているとされています。 

 このような状況の下、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、パキスタン・イスラム共和国関

係機関との協議議事録に基づき、「障害者社会参加促進プロジェクト」を 2008 年 12 月から 3 カ年

の計画で実施しています。 

 本技術協力プロジェクトが 2011 年 11 月に協力期間の終了を迎えるにあたり、開始から約 2 年

半を経過し、これまでの活動実績及び進捗状況を把握するとともに、今後のプロジェクトのあり

方を検討することを目的として、当機構は 2011 年 5 月 30 日から 6 月 9 日にわたり、終了時評価

調査団を現地に派遣し、パキスタン・イスラム共和国側評価チームと合同で終了時評価を実施し

ました。 

 本報告書は同調査団の調査及び協議の結果を取りまとめたものであり、この技術協力プロジェ

クトによる体験と教訓が広く関係者に共有され、今後の国際協力に活用されることを期待いたし

ます。 

 最後に、本調査の実施にあたり、ご協力頂いたパキスタン・イスラム共和国政府関係機関及び

わが国の関係各位に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。  

 

 平成 23 年 6 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

パキスタン事務所長 西片 高俊 
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パキスタン・イスラム共和国地図 

 

右：パキスタン全土における 

ハイバル・パフトゥンハー州の位置 

ハイバル・パフトゥン

ハー州とアボタバード

県の位置関係 

アボタバード県 

首都イスラマバード 
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第 3 回合同調整委員会（JCC）の開催風景

（2011 年 6 月、於イスラマバード JICA パ

キスタン事務所） 

 

 

 

合同評価ワークショップの開催風景（2011

年 6 月、於アボタバード県） 

 

 

第 2 回・国家行動計画（NPA）ワーキング

グループ会合の風景（2011 年 5 月、於ア

ボタバード県） 

 

 

 

障害者・家族リーダーシップ研修での参加

者の対話風景。ボランティアが手話通訳を

同時に行っている（2011 年 4 月、於アボ

タバード県） 



 

 

 

 

障害をもつ女性を対象とした自助グルー

プ設立支援ワークショップの参加者たち

（2011 年 4 月、於アボタバード県） 

 

  

車椅子利用者による、福祉車両乗車のデモ

ンストレーション（2011 年 5 月、於アボ

タバード県） 

 

 

 

アートを通した啓発活動（手作り紙芝居実

演大会）の実施風景（2011 年 4 月、於ア

ボタバード県） 

 

 

  

2011 年 3 月に開設された、障害者への無

料法律相談室の看板（於アボタバード県社

会福祉局） 



 

 

 

 

プロジェクトの「見える化」マネジメント

の一例（2011 年 5 月、於アボタバード県

の JICA プロジェクトオフィス） 

掲示内容は、障害証明書発行数、グループ

形成数、登録ボランティア数、登録リソー

スパーソン数 

 

 

地域で伝統医院を営む障害者（リーダーシ

ップ研修受講生、自助グループ Dastak 

Assoiation メンバー）へのインタビュー風

景（2011 年 6 月、於アボタバード県 MirPur

地区） 

 

 

地域で木工芸品の製作・販売を営む障害者

（リーダーシップ研修受講生、自助グルー

プ Umeed-e-Saher メンバー）へのインタビ

ュー風景（2011 年 6 月、於アボタバード

県 Dhamtor 地区） 

 

 

プロジェクト運営委員会（PST）メンバー

へのインタビュー風景（2011 年 6 月、於

アボタバード県の JICAプロジェクトオフ

ィス） 



 

 
 
 



  

略  語  表 

 

A STAR 

Project 

Abbottabad Social Participation Through 

Awareness Rising Project  

A STAR プロジェクト 

APCD Asia-Pacific Development Center on 

Disability 

アジア太平洋障害者センター 

C/P Counterpart カウンターパート 

CBR Community-Based Rehabilitation 地域に根ざしたリハビリテーション 

DAT Disability Awareness Training 障害啓発研修 

DCO District Coordination Officer 県調整局長 

DET Disability Equality Training 障害平等研修 

DGSE Directorate General of Special 

Education/Ministry of Social Welfare and 

Special Education 

（連邦政府社会福祉・特殊教育省） 

特殊教育総局 

DPO Disabled Peoples’ Organization 障害者団体 

DSW 

 

Department of Social Welfare and Women 

Development  

社会福祉女性開発局 

EAD Ministry of Economic Affairs and Statistics, 

Economic Affairs Division  

経済・統計省経済局 

ICF International Classification of Functioning, 

Disability and Health 

国際生活機能分類 

IDP Internal Displaced People 国内避難民 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

KP Khyber Pakhtunkhwa ハイバル・パフトゥンハー 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

NPA National Plan of Action 国家行動計画 

PC 

PDM 

Planning Commision 

Project Design Matrix 

計画委員会 

プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PM Project Manager プロジェクトマネジャー 

PO Plan of Operation 活動計画 

PST Project Steering Team プロジェクト運営委員会 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

SEWA Social Energetic Welfare Association 障害当事者団体名 

SHG Self Help Group 自助グループ 

STEP 

TQM 

Special Talent Exchange Program 

Total Quality Management 

NGO 名、ステップ（障害当事者団体） 

総合的品質管理 

WBS Wark Breakdown Structure ワーク・ブレイクダウン・ストラクチャー 

WHO World Health Organization 世界保健機関 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：パキスタン・イスラム共和国 案件名：障害者社会参加促進プロジェクト 

分野：障害者支援 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：パキスタン事務所  協力金額（3 年暫定）：約 1 億 4,700 万円  

協力
期間 

2008 年 12 月 1 日～2011 年 11

月 30 日 

（3 年間） 

 

R/D 署名： 

2008 年 8 月 26 日 

先方関係機関：（連邦政府社会福祉・特殊教育省）特殊教育
総局（DGSE）、ハイバル・パフトゥンハー（KP）州政府、
KP 州アボタバード県社会福祉女性開発局（DSW）（前・県
社会福祉・コミュニティ開発局）、KP 州アボタバード県調
整局 

日本側・第三国協力機関：日本・障害者リハビリテーショ
ン協会、タイ・財団法人アジア太平洋障害者センター
（APCD）、ほか 

他の関連協力：パキスタン・イスラム共和国保健省国立障
害者リハビリテーションセンター短期専門家派遣（2005 年
度）、JICA アジア太平洋障害者センター（APCD）プロジェ
クト（2002 年～現在）、青年海外協力隊ボランティア事業（障
害・特殊教育分野）、本邦研修障害者リーダー育成コース等 

１－１ 協力の背景と概要 
社会保障制度の整備にあたって配慮が強く求められる社会的弱者として、パキスタン・イスラム

共和国（以下、「パキスタン」と記す）では特に障害者（Persons with Disabilities）、子ども、妊産婦
を含む女性が挙げられる。世界保健機関（World Health Organization：WHO）等の推定では人口の
約 10％が何らかの障害を有するといわれ、うち約 30％が 5～14 歳の子どもである。JICA が 2003

年 3 月に実施した調査でも調査家庭の 11％で何らかの障害者が確認された。政策レベルでは、「障
害者国家政策」（2002 年）及び「障害者国家行動計画（National Plan of Action：NPA）」（2006 年）
で障害者問題を取り上げている。障害者は最も疎外されたグループであり、適切なケアを受けられ
るケースは非常に限られ、教育、職業等の機会を得ることも難しい。障害者ケアに従事する人材の
数、技術も絶対的に不足している。 

以上を背景に、パキスタン側より技術協力の要請が行われ、2008 年の事前調査を経て、同年 12

月より 3 年間の予定で本技術協力プロジェクトが実施されるに至った。昨今の国際的な流れとし
て、行政は障害者を福祉事業の対象としてサービスを提供する対象ととらえるにとどまらず、障害
者をとりまく社会での有形無形のバリアを取り除き、障害者自身が自発的に社会に参加する動きを
支援する側に回ることが奨励されている。本件においても、ネットワーキング、エンパワメント、
インクルージョンの活動を通じて、まずは対象地域であるアボタバード県の対象 12 ユニオンカウ
ンシル（Union Council：UC）における障害者の社会参加の促進をめざしており、中長期的にその
動きが全国へ波及することを支援するものである。 

 

１－２ 協力内容 
１－２－１ 上位目標 

アボタバード県以外の地域において「障害のある男女の社会参加促進」に関する活動が開始さ
れ、NPA の実施に寄与する。 

 

１－２－２ プロジェクト目標 

アボタバード県において、障害のある男女の社会への参加が促進される。  

 

１－２－３ 成 果 

（０）連邦・州・県政府と NGO 間のネットワークが構築される。 

（１）ジェンダー、民族、年齢、その他の社会文化的な視点を考慮した障害者団体（Disabled  

Peoples' Organization：DPO）・自助グループ（Self Help Group：SHG）・家族グループが育
成・強化される。 

（２）障害のある男女、子ども、家族への差別・偏見が軽減される。 



ii 

（３）障害のある男女の情報アクセシビリティーが改善する。  

 

１－２－４ 投入実績（評価時 2011 年 6 月時点） 

（１）日本側実績 

１）人材：長期専門家派遣 2 名（チーフアドバイザー、業務調整）、短期専門家派遣 2 名（SHG

育成・強化）、ローカルプロジェクトスタッフ（最大雇用時）86 名（フィールドワーカー
含む） 

２）本邦・第三国研修：本邦研修 12 名、第三国研修 2 名 

３）在外事業強化費：パキスタン国内の研修含む活動、カウンターパート（Counterpart：C/P） 

出張費等約 3,700 万円 

４）機材調達：事務機器、福祉車両 1 台 

 

（２）パキスタン側 

１）人材：C/P 人材 3 名〔プロジェクトチーフコーディネーター、プロジェクトダイレクタ
ー、プロジェクトマネジャー（Project Manager：PM）、プロジェクトスタッフ〕、プロジ
ェクトスタッフへの出向人材 3 名（連邦立特殊教育センター職員、アボタバート県政府
職員、ハザーラ地方政府職員）、福祉車両付きドライバー、警備員、等 

２）プロジェクトコスト：C/P、プロジェクトスタッフ出向職員の給与、連邦政府職員の NPA

ワーキンググループ会合出張旅費・日当、特殊教育センター運営費、等 

３）施設提供：連邦立特殊教育センター（JICA 専門家の執務室を含む）、研修用講堂、プロ
ジェクト活動用バス手配、プロジェクト運営委員会（Project Steering Team：PST）ほか関
連会合用会議室手配、等 

２．評価調査団の概要 

調査者 

（担当分野）  （氏名）         （所属・職位） 

団長/総括 佐藤 俊也  JICA パキスタン事務所 次長 

協力企画  遠藤  奨  JICA パキスタン事務所員 

協力企画  Sohail Ahmed JICA パキスタン事務所 シニアプログラムオフィサー 

評価分析  小島 京子   個人コンサルタント 

調査期間（現地） 2011 年 5 月 30 日～2011 年 6 月 9 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
３－１－１ 主な成果の達成度 

（１）成果 0 

連邦から地域に至る官民関係者のネットワークが構築されつつある。PST メンバーには、
県政府関係者、支援組織（NGO、民間）代表、障害当事者、障害者家族、マスメディア、教
育機関など幅広いアクターがアサインされており、これによって各関係者のニーズ・関心事
項の把握と検討が可能となり、ネットワーク化を効率的なものとしている。成果達成はおお
むね良好ではあるが、中長期的な活動持続の観点から、連邦・州・県のネットワークが更に
活発化されるよう期待される。 

 

（２）成果 1 

 2010 年より研修等を活発に行い、リーダー育成とグループ組織化の支援を進めている。リ
ーダーシップ研修の受講者は、研修後も活動を継続し、2SHG が形成され、1 障害当事者団
体が政府登録を準備している段階である。家族グループを含む各グループの形成について
は、プロジェクト終了までにグループ形成あくまで支援を実施し、リーダーシップ研修を通
じたニーズ把握、県外の類似団体への視察や障害種別フォローアップ研修等の機能強化の検
討、女性グループ形成あくまで支援などに力を入れることが期待される。また、プロジェク
ト期間中に形成されるグループ数が目標数値に達成しない場合においても、プロジェクト終
了後にそれまでの経験や知見を活用し、パキスタン側の自助努力により、早期に達成される
ことが期待される。 

 

（３）成果 2 

 多様な啓発活動が多くの障害者と非障害者双方の市民に向けて行われ、障害者の開発課題
の理解を深めながら、障害に対する差別・偏見の軽減と、多セクターでの障害問題の啓発に
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取り組んでいる。多様な対象者へ多様なツールを用いてアプローチし、障害理解を促してお
り、成果の達成は良好と判断できる。有識者や専門職への個別啓発については、これまで小
規模な活動であったため、多様な分野で障害の啓発を図るために、今後取り組みを拡大され
たい。 

 

（４）成果 3 

 開始当初から障害者と家族へ提供すべき情報の収集と分析を進めており、この成果は政府
行政組織、法規、公的福祉サービス、他セクターの支援組織、支援プログラム等の情報を含
んだ「障害者サービスガイドブック」にまとめられた。これが広く配布されれば、障害者や
家族の情報アクセスに貢献するとともに、市民や企業の障害理解にも役立つであろう。アク
セス向上の状況は、障害者が障害証明書を得たり、ID を取得したり、支援組織の情報を得る
などについて、目標値を超えた達成度となった。さらに、950 人の支給申請書が社会福祉財
務局へ提出され、障害者が州内で初めて発行に至った証明証や ID カードを取得することで
福祉サービス受給が可能になったなど、生活への効果も確認されている。なお、リソースル
ーム＆ライブラリーは設置に至ったが、治安問題で一般公開できず、情勢をみながら今後の
活用を検討する必要があろう。 

 

３－１－２ プロジェクト目標と上位目標の達成見込み 

政府行政、官民支援者、障害者・家族、専門職、有識者、市民支援者における協力ネットワー
クを構築し、障害者・家族リーダーの育成や当事者・SHG 等の組織化支援、啓発を通じた差別・
偏見の軽減、情報提供による福祉サービス・アクセシビリティーの改善など、障害者の社会参加
促進に必須となる各課題に取り組み、これによって障害者社会参加促進アプローチの基盤を整え
つつある。対象裨益者（障害者）へのアセスメント効果検証とヒアリング調査においても、障害
者の教育、就労、日常生活、コミュニケーションについて肯定的な考えへの大きな変化が認めら
れ、行政の取り組みにも進展がみられた。他方、社会参加への意思が生まれても困難があって実
践できない障害者がいることから、障害者の社会参加促進には更に多くの時間と取り組みが必要
と考えられる。したがって、残り期間においては、グループ形成支援、ネットワーク強化、PST

の機能の明確化・恒常化の検討が重要となるが、終了後もプロジェクトが行った包括的な諸活動
が継続されるべきであろう。 

パキスタン側においてプロジェクト効果が認められたことから、州政府も本プロジェクトのア
プローチを導入した他県への普及・展開についての意向を示している。他方、現段階では事業普
及展開の対象県、実施体制やリソースが確定していないことと、これまで JICA 側が投入してき
たマンパワーと技術をパキスタン側で確保できるフィージビリティが不透明であり、また、普
及・展開事業を行うにあたっては、本プロジェクトのアプローチを改善し、より効果的・効率的
な仕組みを特定することも必要である。したがって、上位目標達成見込みについては、期待はも
てるものの、今後の進捗をみて判断する必要がある。 

 

３－２ 評価結果の要約 
本評価は「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月）に基づき実施された。結果概要

は以下のとおり。 

 

３－２－１ 妥当性 

パキスタン政府は 2006 年に「障害者 NPA」（2006 年）を発表し、取り組むべき 17 項目を掲げ
て、障害者支援に取り組んでいる。本プロジェクトはこれら 17 項目に包括的に取り組み、NPA

の実施を全面的に支援している。 

わが国は ODA 政策、対パキスタン援助計画で「人間の安全保障と人間開発」を優先方針とし
ており、本プロジェクトは同方針を根拠とする社会的弱者支援事業である。JICA の対パキスタン
展開計画においては「障害者福祉支援プログラム」に位置づけられ、パキスタンの障害者社会参
加促進に係る官民ネットワーク構築と、実施能力の強化を行う事業と認められる。パキスタンは
これまで障害者主体の社会参加促進事業に係る効果的な方法論をもたなかったが、障害者社会参
加で多様な取り組みを行う日本から多くの知見や技術導入が可能となっており、JICA はアジア太
平洋障害者センター（Asia-Pacific Development Center on Disability：APCD）プロジェクトでの障
害者リーダーを育成した実績、及び本邦研修「障害者リーダー育成」の実績を生かすなど、知見
や教訓活用の効果が高い。 

３－２－２ 有効性 

プロジェクトでは、政府行政、官民支援者、障害者・家族、専門職、有識者、市民支援者にお
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ける協力ネットワークを構築し、障害者・家族リーダーの育成や当事者・SHG 等の組織化、啓発
を通じた差別・偏見の軽減、情報提供による福祉サービス・アクセシビリティーの向上など、障
害者の社会参加促進に必須となる各課題に取り組み、これによって障害者社会参加促進アプロー
チの基盤を整えつつある。対象裨益者（障害者）へのアセスメント効果検証やヒアリング調査で
も、障害者における、教育、就労、日常生活、コミュニケーションについて肯定的な考えの変化
が認められ、かつ行政の取り組みにも進展がみられ、アプローチの効果が認められた。他方、プ
ロジェクトによる働きかけによっても、社会参加への意思が生まれても困難があり実践できない
障害者がいることから、障害者の社会参加促進には更に多くの時間と取り組みが必要と考えられ
る。 

「障害に対する差別・偏見の軽減」（成果2）、「情報アクセシビリティーの改善」（成果3）につ
いては順調な成果の達成がみられた。「ネットワーク構築」（成果0）については、多セクターの関
係者・個人が構成する PST の働きにより、連邦・州・県と地域間の連携、多セクターとの連携を
可能にしている。グループ形成（成果 1）については、SHG の形成や当事者団体の準備など進展
がみられるが、家族グループの形成支援や各グループの役割の強化に力を入れる必要がある。  

 

３－２－３ 効率性 

類似プロジェクトと比して、現地リソースの活用規模が大きく、有志メンバーの PST やリーダ
ー候補者、SHG、アセスメント対象市民など、支出を伴わない多くのアクターがプロジェクト効
果の発現に関与している。これら人的リソースとともに、付随するネットワークリソース、情報
リソース、資金リソース、場所・設備・施設リソース等が適切に活用されており、持続性を高め
る要素ともなっており、投入対効果は高いと判断される。  

さらに、開始当初から現在までに、JICA が実施する他スキームによる類似事業との 23 件の連
携活動がある。官民組織・企業との協力としては、雑誌編集社、連邦社会福祉省、情報省、パキ
スタン国家銀行などと連携した事例があり、効率性を高めている。  

 

３－２－４ インパクト 

パキスタン側は、プロジェクトの効果を認め、州政府も本プロジェクトのアプローチを導入し
た他県への普及・展開事業を実施する意向を示している。活動を通じてネットワーク構築と啓発
活動が、就労、教育、地域、情報、行政、個人の生活などのさまざまな側面でインパクトをもた
らしたことが確認されており、プロジェクト実施の波及効果が認められる。  

 

３－２－５ 持続性 

パキスタン側は、プロジェクト実施妥当性の根拠である「障害者 NPA」（2006 年）を主要障害
戦略として実施を続ける意向であり、本プロジェクトの成果を NPA の観点からも高く評価し、他
県への普及・展開事業実施の意向を示している。プロジェクト効果波及に係る政策制度的な持続
性はあり、他県への普及・展開事業が実施されれば、成果の持続がより確保されるであろう。組
織的側面については、有志メンバーにより構成された PST がプロジェクトチームとともに企画・
運営・実施・モニタリング・評価を担う点で実施運営体制の効果が高い。しかし、これまで大部
分の活動経費を日本側が措置していることから、プロジェクト終了後の活動を継続していくため
には、パキスタン側において今後の活動体制を早期に確立し、併せて予算措置を行うことが必須
である。 

技術的側面では、PST メンバー、リーダーシップ研修生が、企画・活動実施･モニタリング・評
価等の業務に従事し、啓発やリーダーシップ研修を通じて、障害問題と解決方法、グループによ
る活動にかかわり、新しい知見や技術を習得していることが把握された。実施にかかわったメン
バーは、多様なセクターの公務員、有識者、支援者等を含み、かつ多くが障害当事者であること
から、彼らが今後も障害者社会促進の事業に従事し続ける可能性は十分に高い。懸案のひとつと
して、PST や障害者リーダーへの聞き取りから、SHG の活動を企画する一方で、グループメンバ
ーのアクセス環境や日常生活動作の制限のために活動が難しいケースがあることが指摘される。
そのため、SHG 活動が活発化され、障害者の社会参加が促されるように、地域市民への啓発、施
設・交通アクセス環境の改善、日常生活動作の向上のための福祉サービス受給等について、今後
も並行して取り組んでいく必要があろう。 

社会文化的側面では、実施主体の半数以上を障害当事者とし、女性障害者及びマイノリティー
を含める、県を中心として多様な政府行政が実施運営管理部隊のメンバーとなる、現地リソース
を最大限に活用して普及のフィージビリティを高める、フィールド活動で障害者が働き当事者へ
のアウトリーチやコミュニケーションを円滑にするとともにロールモデルとして啓発効果を狙
う、フィールドスタッフを養成して障害者の主体的な社会参加の意味を啓発するなど、特別な措
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置が取られた。これら配慮の意義は高いとともに、普及・展開事業における方法論の導入が十分
可能な事項であることから、中長期的な効果の持続が期待できる。  

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
３－３―１ パキスタン側政府行政のコミットメント 

政府の障害政策において、NPA を実施する事業として本プロジェクトの実施・継続への関心が
高い。また、PST の実施体制における県政府行政からの人材が、とりわけ連邦・州・県の連携に
ついて主導的役割を担った。さらに、プロジェクトダイレクターがネットワーク構築に積極的に
働き、かつ、諸活動へのモニタリングに綿密に参加することで、連邦・州・県の官民組織の連携、
進捗の把握や必要な対応措置が円滑化されている。 

 

３－３－２ 障害者の参加 

主導的役割を担う PST の半数以上、プロジェクトチームの現地スタッフほぼ全員が障害者ある
いはその家族がアサインされており、実施管理・活動企画・実施で裨益者である障害者と家族が
アクターとなることで、活動に高い集中力と意欲が生まれている。  

 

３－３－３ 活動におけるジェンダー、マイノリティー配慮  

障害者アセスメント、非障害者アセスメント、啓発活動、ピアカウンセリングでは、女性の被
調査者・被支援者（裨益者）とのコミュニケーションを円滑にするため、実施者に女性スタッフ
をアサインした。アセスメントの調査項目には、より精度の高い裨益者のニーズ把握ができるよ
う、ジェンダー及びマイノリティー（：民族だけでない、クリゥチャン等宗教マイノリティーも
含むため）にかかわる事項を加えている。 

 

３－３－４ アセスメント方法論とツールの修正 

2010 年 7 月までに障害当事者であるアセスメントスタッフにより約 1,700 名の障害者アセスメ
ントを行ったが、それまでのアセスメントツールが国際生活機能分類（International Classification 

of Functioning, Disability and Health：ICF）に基づく膨大な質問項目を含む複雑なものであること
から、アセスメント結果を集計、分析することに時間がかかっている。他方、このアセスメント
による障害者、家族の変化をとらえるため、1 ページにまとめたアセスメント効果質問票を作成
し、アセスメント効果のデータ分析と、プロジェクト目標指標にかかわる変化の把握が可能とな
った。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
治安悪化の影響から、以下の成果の進捗に影響している。  

・安全管理上の理由から、JICA 専門家がハイバル・パフトゥンハー（Khyber Pakhtunkhwa：KP）
州都を訪問できず、州政府行政関係者、州の支援組織・個人との情報共有ができない状況にあ
り、州と県のネットワークの強化に影響がある。（成果 0 に影響） 

・啓発のために効果的なツールであるメディア広報が、安全管理の制限で、十分に利用できない
状況にあり、想定していたよりも効果が落ちる可能性がある。（成果 2 に影響） 

・リソースルーム＆ライブラリーは設置に至ったが、治安問題で一般公開できず、情勢をみなが
ら今後の活用を検討する必要がある。（成果 3 に影響） 

 

３－５ 結 論 
本プロジェクトの高い妥当性が認められ、早急に活発化させるべき活動も残されているものの、

目標・成果達成状況や投入対効果からも、有効性及び効率性は良い。発見された多様な波及効果は、
社会や市民における変化を示しており、プロジェクト目標や成果進捗を測る定性的な情報となろう。 

上位目標の実現の見込みを現段階で断定することは難しいが、以下に述べる教訓及び提言の実施
に組み込むことで持続性を高めるよう、更なる取り組みを期待する。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
３－６－１ グループ形成に重点的に取り組むこと 

「DPO、SHG、家族グループの形成」（成果 1）の取り組みについては、進捗状況に遅れがみら
れるため、重点的に取り組む必要がある。プロジェクト終了までに設定した目標値を達成できな
かった場合においても、グループ形成の本質的なノウハウ・技術は、県政府行政との協力によっ
てリーダーシップ研修等を通じて障害者を含むプロジェクトアクターに移転されていることか
ら、プロジェクト終了後にパキスタン側がこれを継続して取り組むこと。  
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３－６－２ 啓発活動を継続すること 

啓発活動が障害者の社会参加の促進にとって有効かつ必須であることが確認されたが、障害者
に社会参加への意思が生まれる一方で、地域において障害問題がまだ十分には理解されていない
こと、教育・雇用分野での環境が整っていないこと、障害者自身に移動や日常生活動作に困難を
抱えている点があることなど、社会参加を妨げる阻害要因が社会や家庭に依然存在する。そのた
め、残り期間においても啓発活動を継続し、障害者と非障害者双方における阻害要因の低減に取
り組むこと。 

 

３－６－３ グループ形成にかかわり、各グループの目的・役割に係る共通理解を築くこと  

プロジェクトアクター間で、障害当事者団体、SHG、家族グループについて、多様な考え方が
共存する状況がみられ、グループ形成の方針が定めにくくなっている。障害者や家族のグループ
化への意欲を高め、形成を円滑に行うために、PST 会合において各グループのプロジェクトにお
ける考え方（期待する目的、役割、活動、グループの定義など）の理解を築き、併せてリーダー
シップ研修や各会合等でも、共通認識を広めること。  

 

３－６－４ 多様な関係者・企業・個人へ「障害者サービスガイドブック」の配布を行うこと 

取りまとめられた「障害者サービスガイドブック」は、援助サービス、障害者の権利、社会が
果たすべき義務（法規）の理解に有用な情報であるので、DPO や SHG へのみならず、行政組織、
官民支援組織、企業、教育機関、病院、メディア等への配布も検討すること。  

 

３－６－５ リーダーシップ研修生へのフォローアップを行うこと  

持続性の担保の観点から、研修を受けた障害者と家族が確実に社会参加のリーダーとして確実
に活躍していけるように、研修後のフォローアップを行い、これを継続していくべきである。取
り組みのひとつとしては、DPO、SHG の形成/設立を促す技術的な助言の提供、元研修生同士の
連携の促進、組織運営能力の育成等も考えられる。 

 

３－６－６ アボタバード県におけるプロジェクト効果の持続・発展に取り組むこと  

プロジェクト終了後には、県政府行政の予算措置により、県内の対象 12UC での活動が継続さ
れることと合わせ、12UC のリソースや知見を活用した非対象 UC への活動展開に着手されるよ
う、期待される。 

 

３－６－７ 普及・展開事業の実施体制、詳細アプローチの議論を進めること  

プロジェクトはパキスタン側とともに、プロジェクト効果や教訓を基に、詳細なアプローチモ
デルの特定、実施体制の具体案について議論すること。また、障害者アセスメント及び非障害者
アセスメントから潜在する障害問題や、優先的な取り組み事項、プロジェクト効果持続にかかわ
るリスク要因等を特定し、普及・展開事業の戦略へフィードバックすること。普及・展開事業の
対象県の選定については、a） 実施体制設置のフィージビリティ、b） 活動財源やリソース確保
の可能性、c） 現地リソースの確保の可能性、d） 治安状況や社会環境、e） 県の政府行政と障
害関係者の意向、も考慮して行われたい。 

 

３－７ 教訓（ほか類似案件発掘・形成・実施・運営管理に参考となる事柄） 
３－７－１ 障害者がメインアクターとなること 

障害者の社会参加促進には、障害当事者が可能な限り主導的な役割を担うことが効果的であ
り、かつ持続性確保の必須条件となるため、運営管理と活動の双方において障害者をアクターと
すること。 

 

３－７－２ 実施運営の人材には、官民の多様な人材を巻き込むこと 

PST にみられる、政府行政から人材と民間からの人材を巻き込んだメンバー構成の方針は、ネ
ットワーキング、エンパワメント、インクルージョンの 3 機能すべてで官民連携の相互作用を促
しており、非常に有効な方法論である。 

 

３－７－３ 現地リソースを活用すること 

障害セクターの開発事業においては、現地の官民既存リソース（人材、財源、情報、場所・設
備・施設等インフラ、ネットワーク、メディア等）を最大限に活用することで、障害者や市民が
主体となるよう図り、かつ、限られた財源の問題へ対応し、効果の持続性の確保を図ること。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の目的 

「パキスタン・イスラム共和国障害者社会参加促進プロジェクト」は 2008 年 8 月 26 日の討議

議事録（Record of Discussion：R/D）に基づき、2008 年 12 月 1 日に開始され、2011 年 11 月 30 日

に終了する。3 年間の協力の終了前にあたって、JICA は次項のような目的で終了時評価調査団を

パキスタン・イスラム共和国（以下「パキスタン」と記す）に派遣することとした。 

評価調査の主な目的は以下のとおりである。 

（１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に記載されてい

る当初計画に従って、投入実績・活動・実施過程について評価する。 

（２）プロジェクトの成果及び目標が達成されたかどうかを実績に基づき検証する。 

（３）5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から評価する。 

（４）評価結果に基づき、プロジェクト終了までに日本側及びパキスタン側の両者が取るべき

方策について提言を行うとともに、協力期間終了後の取るべき方策について協議する。  

（５）プロジェクトから得られた教訓を今後のよりよい類似案件の実施のために取りまとめる。 

 

１－２ 調査団構成 

氏名 担当分野 所属・職位 

佐藤 俊也 団長／総括 
JICA 

パキスタン事務所 次長 

遠藤 奨 協力企画 
JICA 

パキスタン事務所員 

Sohail Ahmed 協力企画 
JICA 

パキスタン事務所 シニアプログラムオフィサー 

小島 京子 評価分析 個人コンサルタント 

 

１－３ 調査日程 

 調査日程 

5/30 月 ＜小島団員（評価分析）＞成田→バンコク→イスラマバード 

5/31 火 

JICA パキスタン事務所、（連邦政府社会福祉・特殊教育省）特殊教育総局

（DGSE）聞き取り 

経済・統計省経済局（EAD）表敬 

移動：イスラマバード→アボタバード（車両） 

6/1 水 

PM 聞き取り 

元研修生聞き取り 

プロジェクトダイレクター聞き取り 

6/2 木 PST メンバー聞き取り 

6/3 金 資料整理 

6/4 土 知的障害者宅訪問・聞き取り 

6/5 日 資料整理 

6/6 月 合同レビュー報告書協議 

6/7 火 アボタバード→イスラマバード（車両） 
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6/8 水 
合同調整委員会（JCC） 

イスラマバード発→バンコク 

6/9 木 バンコク→成田 

 

１－４ 主要面談者 

（１）在パキスタン日本大使館 

後藤 晃 二等書記官 

 

（２）連邦政府機関 

Latif Akhtar Butt EAD セクションオフィサー 

Prince Abbas Khan DGSE 局長 

Sibqhat ur Rehman  特殊教育リハビリテーション局長 

Javed Khan 連邦立特殊教育センター副センター長 

Jawwad Afzal NPA コーディネーター、プロジェクトチーフコーディネーター 

 

（３）州政府機関 

Roof-ullah Khan KP 州 DSW 副事務局長 

 

（４）アボタバード県行政機関 

Sayed Zaheer-ul-Islam 県調整局長（DCO）、プロジェクトダイレクター 

Raiz-ul-Haq Sani 県社会福祉局長、PM 

PST メンバー・ネットワーキング担当 

Nisar Ahmad  県計画局長 

 

（５）プロジェクト運営委員会（PST） 

Javed Khan ネットワーキング担当、連邦政府特殊教育センター長  

Niaz Mohammad Khan ネットワーキング担当、県社会福祉局員  

Sajid Saleem ネットワーキング担当、理学療法士（Physio Therapist）  

Amina Rasheed エンパワメント担当、当事者団体マイルストーン元メ

ンバー 

障害当事者 

Hafeez Abbasi エンパワメント担当、当事者団体 Social Energetic 

Welfare Association（SEWA）代表 

障害当事者 

Mohammad Siddique  エンパワメント担当、弁護士 障害当事者 

Shaista Chaudhary インクルージョン担当、弁護士  

Wahid Mir インクルージョン担当、パク・アイリッシュリハビリ

テーションセンター会長、モダンエージ校長 

 

 

 

 

 



 

－3－ 

（６）JICA プロジェクトスタッフ（専門家、出向者雇用スタッフ） 

池田 直人 JICA 長期専門家（チーフアドバイザー）   

堀場 浩平 JICA 長期専門家（業務調整）   

Khalid Naeem ナショナルコーディネーター   

Suraiya プロジェクトスタッフ、インクルージョン担当 出向者  

Sumera Baig プロジェクトスタッフ、インクルージョン担当  障害当事者 

Nuzhat Rehaman プロジェクトスタッフ、エンパワメント担当 出向者 障害当事者 

Juhangir 言語サポーター（英語・手話通訳）  障害当事者 

Zaheer Gul プロジェクトスタッフ、エンパワメント担当 出向者 障害当事者 

Malik Nawaz プロジェクトスタッフ、エンパワメント担当  障害当事者 

Fozia プロジェクトスタッフ  障害当事者 

Zenab Noor プロジェクトスタッフ  障害当事者 

Mohsin 安全対策コンサルタント   

Talal オフィスボーイ  障害当事者 

ドライバー ドライバー 出向者  

 

（７）リーダーシップ研修受講生 

Faisal Mehmood 肢体障害者、第 2 回研修受講生、Nawanshehr 地区 

Sher Bahader 肢体障害者、第 2 回研修受講生、Nawanshehr 地区 

Rashida  視覚障害者、第 2 回研修受講生、Nawanshehr 地区 

Madiya 肢体障害者、第 2 回研修受講生、Nawanshehr 地区 

Ishtaiq Husain 肢体障害者、第 3 回研修受講生、Nawanshehr 地区 

Abdul Basit 肢体障害者、第 3 回研修受講生、Mirpur 地区 

Jabeen Iqbal 肢体障害者、第 3 回研修受講生、Mirpur 地区 

 

（８）地域における障害者（家庭訪問） 

Huma 聴覚障害者、第 3 回研修受講生、Mirpur 地区 

Hafiz Jameel 視覚障害者、第 4 回研修受講生、Dhamtor 地区 

Asim Afzal 知的障害者、第 2 回研修受講生、Nawanshehr 地区 

Faisal 肢体障害者、第 2 回研修受講生、Nawanshehr 地区 

Sher Bahader 肢体障害者、第 2 回研修生、Nawanshehr 地区 
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第２章 評価調査の方法 

 

２－１ 調査項目と評価基準 

本評価調査は、『新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版』（2010 年 6 月）に基づいて行われた。

基本方針は次のとおりである。 

 

（１）2010 年 10 月に修正・署名された PDM- version 1 のデザインに基づき（評価用 PDM、第

３章３－１を参照）、以下２－２で述べる方法によって、プロジェクトの投入実績、活動実

績、成果達成度、目標達成度を調査し、計画時の目標値と比較しプロジェクト成果の達成状

況を把握する。 

（２）プロジェクトの実施プロセスにおいて取られた工夫、特別な措置、中間レビュー時の提

言への対応等を確認し、効率性や有効性にどのように寄与したかを把握する。 

（３）上記『ガイドライン』に沿って、OECD 開発委員会（DAC）の評価 5 項目（妥当性、有

効性、効率性、インパクト、持続性。下枠を参照）の観点から、パキスタン側関係者とプロ

ジェクトの合同評価を行い、他のプロジェクトの形成、運営、評価等の参考となる教訓を導

き出すとともに、日本側及びパキスタン側の今後の対応等につき、提言を行う。 

（４）（３）の評価結果を合同評価報告書に取りまとめる。 

（５）合同評価・協議を通じた合意事項を、上記の合同評価報告書（英文）を付属資料とした

協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）（案）を取りまとめる。 

 

評価基準の概要 

妥当性：パキスタン政策、裨益者・ターゲットのニーズ、わが国支援戦略との整合性

の分析 

有効性：成果やプロジェクト目標の達成度合の分析 

効率性：投入対効果、円滑・効果的な実施のために取られた工夫、措置、対応の分析  

インパクト：上位目標の達成見込み、波及効果等の分析 

持続性：パキスタン政策・制度、実施体制、技術、社会文化的配慮事項等の、持続性

の分析 

 

２－２ 情報データの収集・分析作業 

主な調査作業は、以下のとおりである。調査事項・方法の詳細は、付属資料 1 を参照。 

 

（１）国内作業 

１）プロジェクト関係資料レビュー（文献調査） 

・事業進捗報告書（月例・四半期）、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

議事録、専門家報告書、活動・実績にかかわる各種資料等、プロジェクト関連各種資料 

・「事前調査報告書」（2008 年 9 月）、「中間レビュー調査報告書」（2010 年 11 月） 

・パキスタン「障害者 NPA」（2006 年）及び NPA の関連資料 

・JICA 対パキスタン展開計画（2010 年 8 月 1 日現在、公開版）、ほか 

２）調査事項・方法を概要した「調査用評価グリッド」（和文・英文）の作成 
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３）上記２）に基づき、JICA 専門家、（連邦政府社会福祉・特殊教育省）特殊教育総局（Directorate 

General of Special Education/Ministry of Social Welfare and Special Education：DGSE/MSWSE）、

アボタバード県調整局、同県社会福祉女性開発局（Department of Social Welfare and Women 

Development：DSW）、PST、リーダーシップ研修の受講生（障害者と家族）、対象 UC の障

害者等、関係者への調査質問票とインタビュー票（和文あるいは英文）の作成 

 

（２）現地業務 

１）イスラマバードにおいて、経済・統計省経済局（Ministry of Economic Affairs and Statistics, 

Economic Affairs Division：EAD）、DGSE、アボタバード県社会福祉女性開発局等への調査

方法の説明 

２）実施地アボタバード県において、JICA 専門家（2 名）、県調整局（プロジェクトダイレ

クター）、県社会福祉女性開発局（PM）、PST メンバー（7 名）、リーダーシップ研修受講

生（障害者 7 名）、対象地区に居住する障害者（家庭訪問による 5 名、元研修生）へのイ

ンタビュー調査の実施 

３）国内作業と上記２）の調査に基づく、プロジェクト実績（投入、活動、アウトプット、

プロジェクト目標達成度等）・活動プロセス、障害者・ジェンダー・マイノリティー配慮

の事項・工夫に関する情報・データの収集及び整理 

４）上記２）、３）の結果分析し、実績の貢献・阻害要因の抽出 

５）上記１）～４）の結果に基づき、パキスタン側関係者との合同評価ワークショップの実

施、合同評価報告書（案）（英文）と M/M の取りまとめ 

６）プロジェクトの JCC への参加 

 

（３）帰国後整理作業 

１）和文報告書、評価調査結果要約表等の取りまとめ 

２）帰国報告会における結果報告、等 

 

２－３ 評価調査の制約・留意点など 

（１）プロジェクト目標指標の達成把握について 

プロジェクトでは、対象県の 12 地区に居住する 1,514 人の障害者（最終裨益者）へアセス

メントを行い、彼らのうちで「考えが肯定的に変化した者の割合」を達成指標に設定し、更

に効果検証を抽出調査により行っている。本調査での目標達成の検証では、調査期間の制約

から障害者 12 名へのヒアリング（元研修生 12 名、うち 5 名は家庭訪問による）という小規

模にとどまるため、プロジェクトが既に取りまとめていた上述の効果検証の統計結果を達成

度を示す主情報として取りまとめ、ヒアリング結果は補足情報とした。 

 

（２）プロジェクト目標の定性的効果把握について 

障害者社会参加促進の実施プロセス・環境には、障害当事者、その家族、地域住民、政府

行政、支援組織、公益組織など多様な社会構成員がかかわり、プロジェクト活動でもこれら

関係者へ働きかけが行われているが、プロジェクト目標を測る事項（指標）は障害当事者に

絞った定量的事項のみが設定されている。 

本調査では、プロジェクト目標である障害者社会参加促進の進捗度合いについて、より広

い側面、すなわち、障害者以外の関係者の肯定的な定性的変化や地域社会での変化を把握す
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ることも重要と考え、関連情報を可能な限り収集し、インパクトあるいは波及効果として整

理した。 
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第３章 プロジェクトの実績と達成状況 

 

３－１ 実施体制とプロジェクトの概要 

３－１－１ 実施体制 

（１）実施機関とアクター 

パキスタン側の実施機関は、KP 州アボタバード県調整局であり、県社会福祉女性開発

局（開始当時、県社会福祉・コミュニティ開発局）は C/P 機関として位置づけられている。1 

実施においては、プロジェクトの円滑な実施と上位目標にかかわる普及・展開事業の実施

促進のために働く責任者として DGSE
2の NPA コーディネーターがプロジェクトチーフコ

ーディネーターを、プロジェクト運営管理・実施の総責任として県調整局長（District 

Coordination Officer：DCO）がプロジェクトダイレクターを担い、プロジェクトの管理・

技術部門双方の責任担当として県社会福祉女性開発局長が PM を担っている。チーフアド

バイザー（JICA 専門家）はプロジェクトダイレクター、PM、及び PST に対して技術的助

言や支援を行っている。3
 

KP 州政府行政からは、ザカート・ウシャル社会福祉女性開発局長が州アドバイザーの

立場で、NPA の実施や将来における州内での類似事業展開の政策方針や戦略策定にかかわ

る立場にある。 

実施主体となる PST は、事前調査及び実施協議の合意に基づき、アボタバード県の主導

により 2009 年 1 月に組織化された。実施においては、JICA 専門家、ローカルスタッフ、

ナショナルコーディネーターよるプロジェクトチームを構成し、プロジェクトダイレクタ

ー、PM を含む PST と協働した形で業務を進めている。 

 

業務工程とアクター 

 企画案の準備：プロジェクトチーム 

 企画案の検討：PST 

 企画決定：PST、PM、チーフアドバイザー 

 活動準備：プロジェクトチーム、PST 

 活動実施：プロジェクトチーム、PST 

 内部評価：プロジェクトチーム、PST 

 

（２）プロジェクト運営委員会（PST） 

PST では、各メンバーの役割を明確にするために、①（政府・非政府間）ネットワーキ

ング、②（障害者・家族）エンパワメント、③インクルージョンの 3 つの役割別のサブグ

ループを設け、メンバーがいずれかの役割を担うことが定められている。これが、担当業

務を明確化し、メンバーの活動目的の理解、業務能力の育成につながっている。さらに、

PST 規程（2011 年 3 月に最終案を可決）を作成することで、PST の目的や業務を文書化し、

PST の業務内容や実施の安定化、継続化を図っている。 

 

                                                        
1 「事前調査報告書」（2008 年）の記載による。 
2 プロジェクト開始時は社会福祉・特殊教育省－特殊教育局。同省は 2010 年末に解体され、DGSE は独立した局となっている。 
3 出所：2008 年 8 月に署名の R/D の合意内容。 
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PSTメンバー（2011年 5月時点） 

分類 人数 * 主な所属先 

プロジェクト 6（3） 
県調整局（プロジェクトダイレクター）、県社会福祉局（PM）、政府出向

スタッフ、JICA（専門家） 

政府・行政関

係 
4（1） 

連邦立特殊教育センター、州法務局、県ザカート局、連邦ベイト・ウル・

マル局 

障害者支援組

織代表 
7（3） 

パク・アイリッシュリハビリテーションセンター、福祉団体、SEWA（障

害当事者団体）、プライベートクリニック（理学療法）、SUNGI（社会的

弱者支援団体）、ライトハウス盲学校、国際パブリックスクール 

個人 8（7） 障害当事者、障害者の家族、クリスチャンコミュニティ 

計 25（14）  

注：（ ）は障害者あるいは障害者を家族にもつ者の数 

出所：Member list of PST, 1 April 2011, A STAR Project 

 

PSTサブグループと担当業務 

サブグループ 主な業務 

ネットワーキング 連邦・州・県政府行政の連携の構築、官民アクター間の情報共有・連絡調整、 

PST のマネジメント、啓発活動に有用な情報の提供、など 

エンパワメント 障害者・家族リーダーシップ研修の候補者選定、研修モニタリング・評価、

リソースルーム＆ライブラリー運営、グループ形成支援、「障害者サービスガ

イドブック」の作成、など 

インクルージョン 啓発活動の企画・実施、資料製作・配布、グループ育成支援、地域リソース

発掘、PST メンバー・プロジェクトチームへのキャパシティ・ビルディング、

など 

出所：聞き取り調査、2011 年 6 月 

 

メンバー構成では、多様な障害者・家族（裨益者）のニーズをよく把握し、裨益者主体

の参加による活動展開を可能とし、効果・効率的な活動へのフィードバックを目的として、

障害者・家族、ジェンダー、マイノリティーバランスに配慮したメンバーが選定されてい

る。マイノリティーバランスでは、少数民族市民との円滑なコミュニケーションが可能な

人材確保に配慮し、少数民族言語話者のスタッフを雇用している。 

全 PST メンバーにおける、障害者・家族メンバーの障害種別割合は 1998 年の国勢調査

のデータを基に、身体障害 36％、視覚障害 8％、視聴覚障害 8％、知的障害 4％に設定し

ている。キリスト教徒メンバーは 1 名である。男女比は、男性が 72％（18 人）、女性が 28％

（7 人）となっている。 

 

当事者・家族が障害者である PSTメンバーの障害に係る種別・割合 

（2011年 5月時点） 

分類 人数 全 25 名中の割合 

身体障害 9 36％ 

視覚障害 2 8％ 

聴覚障害 2 8％ 

知的障害 1 4％ 

計 14 56％ 

出所：Member list of PST, 1 April 2011, A STAR Project, May 2011 
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（３）プロジェクトチーム 

プロジェクトチームは、JICA 専門家がプロジェクトダイレクター、PM、ナショナルコ

ーディネーターとともにネットワーキングに係る業務を担い、ローカルスタッフが JICA

専門家の指導の下でエンパワメントとインクルージョンにかかわる活動企画や実施、管理

やロジスティック業務を担っている。ドライバーを除くローカルスタッフのうち 3 名が、

連邦政府、アボタバード県、対象地区からの出向者である。障害者・非障害者アセスメン

トやアセスメント効果検証の地域活動等では、短期雇用のフィールドワーカーが働いてい

る。 

ローカルスタッフは、運営管理担当と上記フィールドワーカーの全員が、障害者あるい

はその家族である。多様な障害問題についての検討やニーズ把握、対象地域に暮らす異な

る障害種の人々への適切な対応を可能とするために、スタッフもまた多様な障害をもつ

人々が従事している。 

 

障害種別のスタッフ数（最大雇用時） 

分類 
肢体 

障害者 

発達 

障害者 

視覚 

障害者 

聴覚 

障害者 

重複 

障害者 

障害者の
家族 

合計 

アドミニ・事務職 8 2 0 0 0 0 10 

フィールド 

（アセスメント等） 
22 0 12 13 1 10 58 

運転手 17 0 0 0 0 1 18 

計 47 2 12 13 1 11 86 

出所：A STAR Project, March 2010 

 

女性障害者や障害者（児）の母親へのアウトリーチを容易にし、効果的なコミュニケー

ションやニーズ把握を可能とするために、女性スタッフの配置も重視されている。現在プ

ロジェクトで活動が活発化されている DPO や SHG 形成においても、女性スタッフの役割

が重要となっている。4
 

 

（４）定期会合、情報共有、意思決定の仕組みなど 

１）プロジェクト運営委員会（PST）及びプロジェクトチームでの情報共有 

PST 及びプロジェクトチームでは、文書化された議事録やレポートが一定様式で整理

され、効率的な情報の共有が行われている。活動進捗は、月例事業報告が連邦・州・県

の C/P 及び関係者へ送付・報告されている。 

会合は 2011 年 5 月までは月 2 回のペースで開催されており、5 月の緊急会合において

6 月以降は月 1 回及び必要に応じて会合が開催されることが決定されている。 

２）国家行動計画（NPA）ワーキンググループ 

事前調査・実施協議での合意に基づき、①州内における他県への波及、②プロジェク

ト進捗の報告、等を目的とした NPA ワーキンググループが設置されている。ワーキング

グループメンバーは、連邦、州、県の、官民関係者からなり、具体的には、DGSE、KP

州社会福祉女性開発局、アボタバード県調整局、県社会福祉女性開発局、DPO 代表、国

                                                        
4 治安悪化の影響で、現在のところ、女性スタッフの配置を縮小せざるを得ない状況にある。 
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際 NGO 代表、PST、プロジェクトチームメンバーで構成されている。 

会合は年 1 回のペースで、これまで 2 回開催された（第 1 回は 2010 年 7 月、第 2 回

は 2011 年 5 月に実施）。 

３）合同調整委員会（JCC） 

JCC は、プロジェクトチーフコーディネーター（DGSE NPA コーディネーター）を議

長に、プロジェクトダイレクター（県調整局）、PM（県社会福祉女性開発局）、KP 州社

会福祉局代表者、JICA 専門家、JICA パキスタン事務所、支援組織等関係者をメンバー

に、EAD 等その他支援組織を参加者として、プロジェクトの年間計画の合意、課題対応

の協議・決定、プロジェクト進捗のレビュー、ほか必要に応じた議題の協議を目的とし

て年 1 回以上行われることが R/D にて定められている。これまで計 3 回開催され（第 1

回 2010 年 3 月、第 2 回 2010 年 10 月、第 3 回 2011 年 6 月）、第 2 回会合で中間レビュー、

第 3 回会合で（本調査期間中）終了時評価レビューが併せて行われた。 

４）計画委員会（PC）-1 準備会議 

計画委員会（Planning Commision：PC）-1 準備会合（PC-1 とは開発事業一般のパキス

タン側の手続きの一様式）の重要な目的は、プロジェクト成果の持続性と活動の中長期

の継続性の確保である。会合は、プロジェクトダイレクター、PM、プロジェクトチーフ

コーディネーター、プロジェクトナショナルコーディネーター、PST スタッフ、KP 州政

府、パンジャブ州政府を参加者として定期的に開催されており、2010～2011 年 5 月まで

計 26 回開催された。 

 

３－１－２ プロジェクトの概要 

（１）ネットワーキング、エンパワメント、インクルージョン 

本プロジェクトは、KP 州アボタバード県の 51 地区から 12 地区（人口約 22 万人）5
 を対

象として、ネットワーキング、エンパワメント、インクルージョンの活動を通じて、まず

は対象 12 地区における障害者の社会参加の促進をめざし、中長期的にその動きが全国へ

波及することを支援するものである。 

活動では、連邦から対象県に至る障害当事者や家族を含む多セクターの官民関係者を巻

き込みながら、障害者の社会参加促進のネットワークを構築している。裨益者である障害

者が主体的アクターとなり、多様な対象者に向けた啓発活動等を展開し、更に障害者・家

族リーダーシップ研修等の活動を通じて将来の障害者あるいはその家族のリーダーを育

成するとともに、障害当事者の自主的な社会参加能力の向上を図っている。 

 

（２）アセスメントと効果検証 

本プロジェクトでは、2008 年の事前調査時からアセスメントを受けてきたアボタバード

県対象 12 地区に在住の障害者約 1,700 人（肢体障害・知的/発達・視覚・聴覚）と非障害

者 4,200 人を対象に、アセスメントを継続している。 

 

 

                                                        
5 地区は UC と同義で、行政区画のひとつ。行政区の大きな区分けとして、州（Province）、県（District）、テシール（Sub-district）、

地区あるいは UC、村（Village）及びモウザ（Mauza）がある。村とモウザはユニオンの下の行政単位、モウザは税金徴収事

務のために定められた区画。 
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これによって、プロジェクトの指標にかかわる変化、活動効果や課題の把握を行うとと

もに、アセスメントに併せて情報提供や情報の活用支援等を含む啓発機会とすることで、

プロジェクト活動への参画を促している。 

 

（３）国家行動計画（NPA）の実施支援 

パキスタン政府は 2006 年に「障害者 NPA」（2006 年）を発表し、以下記載する取り組

むべき 17 の項目を掲げており、これがパキスタンにおける優先的に取り組むべき障害課

題と認識されている。本プロジェクト NPA の 17 項目すべてに包括的に取り組み、NPA の

実施を全面的に支援するデザインとなっている。 

 

NPAにおける障害政策の 17項目（優先課題） 

1）障害種・障害因の特定、2）障害予防、3）早期発見・介入、4）医療リハビリテーション・

サービスの拡大、5）中度・重度障害児への特殊教育、6）特別なニーズをもつ子へのインク

ルーシブ教育、7）障害をもつ女性への取り組み、8）ICT アクセスの向上、9）職業訓練・雇

用・職業リハビリテーションの拡大、10）社会保障と生計向上を通じた貧困低減、11）法制

度的支援、12）バリアフリーの環境づくり、13）地域の受入れ環境と社会統合の拡大、14）

障害者スポーツ振興、15）補装具製造・提供の拡大、16）非政府組織の支援強化による農村

部へのサービス拡大、17）政府組織間ネットワーク構築 

出所：“National Plan of Action 2006 to Implement the National Policy for Persons with Disabilities”  

 

プロジェクトデザインの概要について、次頁の評価用 PDM を参照。 
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３－２ 投入実績 

日本・パキスタン側双方からの人材、施設・設備、活動経費等の投入について、次頁に概要を

示した。日本側からの 3 年間の暫定総事業費は約 1 億 4,700 万円である。 

投入においては、パキスタン側の PST メンバーを含め、連邦、州、県、地区、地域から多様な

人的リソースが、経費支出を伴わない形で参加していることが特記される。 
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３－３ 成果ごとの活動実績と達成状況 

以下に、指標の達成概要、成果の達成状況と関連活動を、成果別に説明する。活動別の実施期

間と実績・予定等工程について、本項末尾の「活動計画（Plan of Operation：PO）表」を参照。 

 

（１）成果 0「連邦・州・県政府と NGO 間のネットワークが構築される」 

指標 達成状況 

０－１．県において 75％ 以上のメンバーが PST の会合に出席する 2011 年 3 月までの平均 66％、4

月までの 50％  

０－２．連邦政府と州政府において、NPA ワーキンググループ会議

が年 2 回開催される 

2 回実施 

０－３．PST を除く、プロジェクト会合の実施数が年間 12 回となる 計 52 回（年当たり 12 回以上） 

 

指標について、PST メンバーの会合出席率にかかわる事項を除き、達成されている。出席

率については、5 月の緊急会議による開催頻度や議題特定等の決議により、今後は改善され

ていくものと見込まれる。主な活動の実施状況は以下のとおり。 

 

１）プロジェクト運営委員会（PST）会合 

PST 会合は 2011 年 4 月までに月 2 回のペースで開催されてきた。2009 年 1 月～2011 年

3 月の 49 回の出席率平均は、2011 年 3 月時点で約 66％、4 月時で約 50％である。月 2 回

での頻度の会合出席が難しいメンバーが多いことや、メンバーシップの更新等の理由から、

ここ数箇月は参加率の低下傾向がみられた。5 月には緊急 PST 会合がもたれ、①月例（月

1 回）会議とする、②開催場所を県調整局事務所とする、③アジェンダを絞る、などの決

定がされている。 

 

PST会合出席率（％）（2009年 1月～2011年 3月から抜粋） 

回 第 1 回 第 3 回 第 12 回 第 27 回 第 33 回 第 43 回 第 47 回 第 49 回 

実施年月 Jan. 09 Mar. 09 Jul. 09 May. 10 Aug. 10 Jan. 11 Mar. 11 Mar. 29 

出席率（％） 58 70 46 79 92 56 30 52 

出所：Annual Attendance Record of PST members, From Jan.2009 to Mar.2011, A STAR Project , May 2011 

 

２）国家行動計画（NPA）ワーキンググループ会議 

計画どおり、連邦、州、県政府、障害者支援団体、NGO、JICA 側プロジェクトチームメ

ンバー等を参加者として、これまで計 2 回開催された（イスラマバードにて第 1 回を 2010

年 7 月に、アボタバード県にて第 2 回を 2011 年 5 月に実施）。 
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NPAワーキンググループ会議実施状況 

回、実施年月 議題・目的 参加者 

第 1 回 

2010 年 7 月 

 

プロジェクトを通した NPA の実

施について（目的、進捗、計画）

の情報共有と協議、プロジェクト

への州政府の巻き込み、など 

DGSE、KP 州社会福祉女性開発局、アボタバード県

調整局、県社会福祉女性開発局、DPO 代表、国際

NGO 代表、PST メンバー、プロジェクトチームメン

バー等、25 名 

第 2 回 

2011 年 5 月 

前会議決定事項のレビュー、プロ

ジェクト進捗と計画の共有。特殊

教育局の役割、レプリケーショ

ン、障害者雇用枠（雇用率制度）

等にかかわる協議、など 

アボタバード県調整局、県社会福祉女性開発局、DPO

代表、国際 NGO 代表、PST メンバー、プロジェク

トチームメンバー等 

出所：プロジェクト月例報告書、2010 年 7 月及び 2011 年 5 月 

 

３）プロジェクトスタッフ会合 

プロジェクトにおけるスタッフ間での頻繁な打合せ会議や、月例事業報告、月例グルー

プ報告、月例スタッフ報告、スタッフ日報等の多様なツールを用い効率的な情報共有が行

われており、（PST 会合や NPA ワーキンググループ会合を除く）会合の実施数は、2011 年

5 月末までに計 52 回、年当たり 12 回を上回るペースで実施されている。 

 

（２）成果 1「ジェンダー、民族、年齢、その他の社会文化的な視点を考慮した DPO・SHG・

家族グループが育成・強化される」 

指標 達成状況 

１－１．障害者とその家族のうち 60 名がリーダーシップ研

修を受ける 

62 名が受講（受講中を含む） 

１－２．DPO 1 組織、SHG 12 組織、家族グループが 1 組織、

設立される 

1 DPO が政府申請の準備中 

2 SHG を設立 

１－３．研修を受けた人材のうち 50%が障害者社会参加促

進活動を続ける 

元研修生の 95％が活動を継続している

（抽出調査 21 人中、20 人） 

 

指標について、リーダーシップ研修による育成数、研修受講生の社会参加促進にかかわる

活動の継続状況について目標を達成した。グループ形成については、SHG が 2 グループ形成

され、DPO 1 つが政府申請を待つ段階であるものの、家族グループの形成には至っておらず、

SHG 形成についても活動の活発化が必要である。 

主な活動の実施状況は以下のとおり。 

 

１）障害者と家族を対象としたリーダーシップ研修 

オリエンテーションが 1 回、本研修が 3 回実施され、第 4 回研修が実施中である。実施

中の研修を含め、これまで 62 名の障害者と障害者家族がリーダーシップ育成のための研修

を受講している。 
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障害者とその家族を対象とした、リーダーシップ研修・ワークショップ 

実施年月 タイトル及び主な研修内容 参加者及び対象者 

2009 年 2 月 オリエンテーションワークショップ PD、PM、連邦代表、プロ

ジェクトスタッフ、PST（約

40 人） 

2010 年 6～8 月 第 1 回障害者＆家族リーダー研修 

・障害当事者（2 団体）による研修 

・実習：障害者による障害者アセスメントの効果検証調査 

・DET 

リーダー候補となる障害

者、障害者の家族（13 人） 

2010 年 9～11 月 第 2 回障害者＆家族リーダー研修 

・障害当事者（2 団体）による研修 

・実習：障害者による障害者アセスメントの効果検証調査 

・DET 

・SHG 準備集会 

リーダー候補となる障害

者、障害者の家族（15 人） 

2011 年 1～3 月 第 3 回障害者＆家族リーダー研修 

・障害当事者（2 団体）による研修 

・実習：障害者による障害者アセスメントの効果検証調査 

・DET 

・SHG 準備集会 

・整理・整頓・清潔・清掃・しつけ（Seiri, Seiton, Seiketu, 

Seisou, Shituke：5S） 

・無理・無駄・むら（Muri, Muda, Mura：3M）講義 

リーダー候補となる障害

者、障害者の家族（15 人） 

2011 年 5～6 月 第 4 回障害者＆家族リーダー研修 

・障害当事者（2 団体）による研修 

・実習：障害者による障害者アセスメントの効果検証調査 

・DET 

・SHG 準備集会 

・5S 

・3M 講義 

リーダー候補となる障害

者、障害者の家族（17 人） 

出所：Project Monthly Reports Jan.2009~Apr.2011, A STAR Project 

 

２）グループ形成支援・強化 

プロジェクトでは地区別にグループの形成会合を定期的に開催し、グループ形成の目的、

活動、役割、意義等についての共通理解の構築を図ってきた。 

現在までに、SHG 2 組織が形成されており、DPO 1 組織が政府承認の準備中である。SHG

は、リーダーシップ研修の元受講者たちによって設立されている。 

 

DPO、SHG、家族グループの形成準備会議 

実施年月 名称（対象地区） 

2010 年 8 月 第 1 回 形成準備会議（Jhangi 地区） 

2010 年 11 月 第 2 回 形成準備会議（Nawanshehr 地区） 

2011 年 2 月 第 3 回 形成準備会議（Mirpur 地区） 

2011 年 3 月 第 4 回 形成準備会議（Banda Pir Khan 地区） 

出所：Project Monthly Reports Jan.2009~Apr.2011, A STAR Project 
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組織化された、DPO、SHGの概要 （2011年 5月現在） 

分類 グループ名称（メンバー数）* 設立年月 地区 主な活動・目的 

DPO SEWA（当事者約 70 人見込） 
（政府登録
の準備中） 

Abbottabad 

City 

アドボカシー、ロビー、啓発
活動、障害者の就学・就労支
援 

SHG 

Umeed-e-Saher 

（当事者約 13 人） 
2011 年 1 月 Nawanhehr 

問題共有と解決策議論、知
識・経験・情報・技術の共有 

Dastak Association 

（当事者約 35 人） 
2011 年 3 月 

Mirpur、Kakul、
Banda Pir Khan 

問題共有と解決策議論、知
識・経験・情報・技術の共有 

注：*障害当事者メンバーのほか家族・地域支援者もおり、Umeed-e-Saher の支援者では 50 名程度。 

出所：：Project Monthly Reports Jan.2009~Apr.2011, A STAR Project 

 

各グループ活動の実施支援（組織強化） 
実施年月 名称 実施主体 

2010 年 10 月 
第 1 回 実施支援・白杖の日 

（ウオーク＆セレモニー） 

SEWA、 

パキスタン盲人協会（Pakistan 

Association of the Blind：PAB） 

2010 年 12 月 第 2 回 障害者の日（セレモニー） SEWA
 

2011 年 3 月 第 3 回 インクルーシブ教育（集い） Dastak Association  

出所：Project Monthly Reports Jan.2009~Apr.2011, A STAR Project 

 

３）研修後の社会参加促進へのコミットメント 

リーダーシップ研修を受講した障害者・家族のうち 95％が、障害者の社会参加促進活動

を何らかの形で継続している。 

活動としては、SHG の立ち上げ、障害児の就学啓発、支援組織や権利情報の提供、市場

や公共施設における施設建物のアクセシビリティーについての助言、清掃や手工芸などの

啓発活動、障害者への介護・助言などがある。 

 

（３）成果 2「障害のある男女、子ども、家族への差別・偏見が軽減される」 

指標 達成状況 

２－１．PST が、障害者への偏見・差別軽減を目的とした啓発活動を

50 回行う 

96 回の実施 

２－２．啓発活動への参加者数が 3,000 人を超す  5,729 人以上を対象 

（ラジオリスナーは 5万人以上） 

２－３．10 種の啓発活動が実施される 10 種の啓発活動を実施 

２－４．啓発マテリアルが 10 種以上発行される 16 種を作成・発行 

２－５．啓発マテリアルの各資料が、それぞれ 1,000 人に提供される 1 万 1,974 部を配布 

２－６．PST が、100 人の有識者と学術専門職の非障害者を対象に個

別の啓発活動を行い、対象者のうち 80％が障害者の権利を認識する 

30 名に実施 
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指標について、有識者・学術専門職への個別啓発の事項を除き、達成されている。啓発活

動は多くの障害者と非障害者双方の市民に向けて活発に行われており、地域における多側面

にインパクトを与えている。 

主な活動の実施状況は以下のとおり。 

 

１）啓発活動の実施 

啓発活動は 2009 年 4 月～2011 年 4 月までに計 96 回実施され、直接参加数は延べ約 5,729

人に及び、目標を大きく上回った。活動には 10 種が準備され、実施において障害当事者、

家族、プロジェクト関係者（障害者）がメインアクターとなることで、活動を楽しむなか

で成果を達成することをめざし、これにより関係者の関心を高め、持続性の確保を図って

いる。 

啓発活動によるインパクトとして、コムサット大学のニュースレターに本プロジェクト

が紹介されたこと、視覚障害者支援 NGO ライトハウス主催の会合で本プロジェクトの活

動が紹介されたこと、ペシャワール大学教授が、「あらゆる人々が参加する社会」を必須科

目とする意向を示したことなど、有識者や学識関係者間の障害者権利理解の拡大を示す動

きがみられる。 

 

啓発活動実績 

  活動種 参加規模 実施回数 

1 ART-ART（アートを通した啓発） 925（人） 13 

2 CARATS（教師・生徒間の啓発キャンペーン） 64（人） 3 

3 CEREMONY（式典） 1,550（人） 8 

4 EARTH（手工芸品を通した啓発） 430（人） 3 

5 HEAR（高等教育レベルの啓発） 531（人） 6 

6 RADIO（ラジオ放送）* N.A 30 

7 SARI（啓発活動としての清掃運動） 1,005（人） 26 

8 SPORTS（スポーツ） 1,083（人） 6 

9 WALK（歩く会） 103（人） 1 

10 ARPS（官民セクターでの啓発） N.A N.A 

  計  5,729 人 96 回 

注： * リスナー数は、約 5 万名と見積もられる（ラジオ局プロデューサー情報） 

出所：List of Activities, A STAR Project, May 2011 

 

２）啓発マテリアルの作成・提供 

現在までに 16 種の啓発マテリアルが作成・発行されており、うち 12 種について、これ

まで 1 万 1,974 部が配布されている。 
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啓発マテリアル一覧 

No マテリアル種 内容 出版 印刷部数 

1 Booklet Why Not!!! -脊髄損傷患者の生活管理 Jul. 2009 1,000 

2 Brochure A STAR プロジェクト紹介（第 1 版） Sep. 2009 5,000 

3 Table Calendar 2009 カレンダー Jun. 2009 1,000 

4 Note, File, Letter Set 文具類 Sep. 2009 1,500 

5 Booklet (Pakistan Special) 疾患による障害 Jun. 2010 1,000 

6 Table Calendar 2010 カレンダー Mar. 2010 3,000 

7 Booklet (Pakistan Special) 理学療法・作業療法〔青年海外協力隊

（JOCV）実績〕 

Jun. 2010 1,000 

8 Booklet (Pakistan Special) サクセスストーリー Jun. 2010 1,000 

9 Booklet (Pakistan Special) 障害をもち活躍する人たち Jun. 2010 1,000 

10 Shoort Movie A STAR プロジェクトの歴史 May 2010 - 

11 Short Movie 啓発活動紹介 Jun. 2010 - 

12 Short Movie ART-ART 紹介 Dec. 2010 - 

13 Short Movie SMART（啓発のための短編映像） Feb. 2011 - 

14 Table Calendar 2011 カレンダー Feb. 2011 1,000 

15 Wall Calendar 2011 カレンダー Feb. 2011 1,000 

16 Brochure A STAR プロジェクト紹介（第 2 版） Feb. 2011 1,000 

出所：List of Publications, A STAR Project, May 2011 

 

３）有識者や学術専門職等への個別啓発 

2011 年 5 月に、有識者、学者、政府高官を対象とした 30 名に実施している。 

 

（４）成果 3「障害のある男女の情報アクセシビリティーが改善する」 

指標 達成状況 

３－１．障害者サービスガイドブックが発行される 「障害者サービスガイドブック」 がまとめられた  

（印刷・配布を期間中に予定） 
３－２．障害者サービスガイドブックが 2,400 冊配

布される 

３－３．リソースルーム＆ライブラリーの訪問者が

月当たり 50 人を超える 

リソースルーム＆ライブラリーが整備された 

訪問者はなし（治安問題で一般公開できない状況） 

３－４．プロジェクトの調査にかかわった障害者の

30％が障害者関係組織の情報を得る 

情報を得た障害者は 50％ 

３－５．プロジェクトにかかわった 60％の障害者

が公的サービス情報を得る（障害証明書、障害者

ID、ベイト・ウル・マル・公的支援サービス等）8 

公的サービスの支給申請数は 950 人 

障害証明書を受けた者 50％ 

ID カードを取得した者 36％ 

政府支援サービス受給申請をした者 46％ 

補助具を取得した者 23％ 

３－６．障害者関係組織の訪問者が 20％増加する （詳細情報なし。中間レビューの情報として、聴

覚障害学校にて年間生徒数が 25％増加、リハビリ

テーションセンターの訪問者数が急増している） 

 

                                                        
8 障害証明書取得には、政府医療機関や社会福祉機関の承認が必要、ID カード取得には障害証明書を取得後、政府 ID カード

責任機関の承認が必要。ID カード発行は、州行政が担う。 
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指標について、「障害者サービスガイドブック」がまとめられ期間中での印刷・配布が見込

まれ、障害者関係組織の情報アクセスについては目標値を上回った。公的サービス情報への

アクセスについては、サービス種によりアクセス状況に差があるため全体として目標値を若

干下回るが、公的サービス支給申請等の顕著な成果もみられる。障害者関係組織の訪問数は、

中間レビュー時の情報等から、利用者等の増加傾向があるとされる。 

リソースルーム＆ライブラリーは訪問者がないが、これについては不可避の阻害要因（治

安）によるものであるため、達成度の判断に含めないものとする。 

主な活動の実施状況は、以下のとおり。 

 

１）「障害者サービスガイドブック」 

プロジェクトでは、開始当初から、障害者とその家族へ提供すべき有用な情報の収集と、

活用方法等の分析を進めてきた。情報の種類としては、多セクターの政府行政組織、関連

法例・規則、公的福祉サービス、多セクターの障害者支援組織、障害者支援プログラム等

が含まれる。収集の方法としては、連邦、州、県行政政府からの提供情報に加え、対象の

12 地区の役場やモスク等からも情報を得ている。 

2010 年 5 月からは、これら収集した情報について、障害関連組織データベースプログラ

ム（DROD）として、データベース化を進めている。 

上記情報は「障害者サービスガイドブック」として最終ドラフトがまとめられており、

プロジェクト期間中に印刷・配布される予定である。 

 

障害者サービスガイドブック（目次構成） 

はじめに 

1. 政府行政組織 

Directorate General of Special Education (DGSE) 

National Institute of Special Education (NISE) 

National Library and Resource  Centre (NL&RC) 

National Braille Press 

Vocational Rehabilitation & Employment for the 

Disabled Persons (VREDP) 

National Council of Social Welfare (NCSW) 

Pakistan Bait-Ul-Mal (PBM) 

National Trust for the Disabled (NTD) 

Trust for Voluntary Organizations (TVO) 

Benazir Income Support Program (BISP) 

Provincial Council for the Rehabilitation of Disabled Persons (PCRDP),  

Department of Social Welfare, KPK Province, Peshawar 

District Zakat Department, Abbottabad 

District Officer, Social Welfare, Abbottabad 

National Council for Rehabilitation of Disabled Persons (NCRDP) 

2. 政府政策・関連法令と規則 

Zakat and Usher Ordinance, 1980 

Disabled Persons (Employment & Rehabilitation) Ordinance, 1981 

National Policy for the 障害者, 2002 

National Plan of Action, 2006 

Accessible Code of Pakistan 
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3. 受給できる施策サービス 

Disability Certificate 

Assistive Aids 

Rehabilitation professionals 

Tax Exemption 

Driving License 

Cars for 障害者 

4. 医療・福祉分野の支援組織 

5. 教育・職業訓練・リハビリテーション分野の支援組織 

6. その他の障害者支援組織 

7. 社会参加・生活支援プログラム情報 

出所：プロジェクト、2011 年 6 月 

 

２）リソースルーム＆ライブラリー 

リソースルーム＆ライブラリーは、特殊教育センター内に設置され、視聴覚・点字図書

等の蔵書や資料を整備している。しかしながら、治安問題から、広報や啓発にかかわる活

動の縮小が余儀なくされており、一般公開ができない状況にあるため、現在まで訪問者は

ない。 

 

３）障害者関連情報アクセス 

プロジェクトでは、アセスメントや啓発活動を通じて障害者や家族への障害支援組織の

情報提供を続けてきた。その結果、障害者アセスメント効果検証では、50％（男性 51％、

女性 49％）が「アセスメント後に障害支援関連組織の情報を得た」としており9、目標数

値を超えた。 

さらにプロジェクトでは、2009 年 5 月より政府支援サービス受給申請書配布をはじめ、

公的支援サービスの紹介、申請方法の説明、支給申請提出の支援等を行っている。この結

果 2009 年 10 月までに、950 人分の申請書が、ベイト・ウル・マル局へ提出されるに至っ

た。 

 

４）公的サービスへのアクセス 

障害者アセスメントの効果検証の結果から、アセスメントを受けた者の 50％（男性 48％、

女性 57％）が「アセスメント後に障害証明書を取得した」としている。また、アセスメン

ト後に障害者 ID カードを取得した者は、36％（男性 38％、女性 29％）、政府支援サービ

ス受給の申請をしたものは 46％（男性 55％、女性 21％）で、目標を下回るものの、明確

な変化をみせた。アセスメント後に補助具を取得したとする者は、23％（男性 24％、女性

21％）であり、肯定的な変化がみられるとともに、認定・証明書の取得後にも補助具の受

給が難しいケースがある。 

 

５）障害者関連組織訪問、その他の波及効果 

中間レビュー調査時では、プロジェクトが行う障害者への支援サービス情報提供の効果

として、リハビリテーションセンターの利用者の増加、特別支援学校への通学生徒の増加

                                                        
9 支援組織情報の効果検証は、パク・アイリッシュリハビリテーションセンター、UK リハビリテーションセンター、特殊教

育センター、ライトハウス盲学校、アル・フダーろう学校、キングストンインクルーシブ学校の情報を得たかを問うもの。 



 

－26－ 

が認められている。具体的には、パク・アイリッシュリハビリテーションセンターでは、

月当たり 60～70 人の利用数から、1 日当たり 40～50 人の利用者数へと大幅に増加した。

アル・フダーろう学校では、1 年間のうちに生徒数が 160 人から 200 人への増加が確認さ

れている。 

啓発活動によるメディアへのインパクトがあり、地方ラジオ局、テレビプログラムで障

害問題を扱う番組が始まっており、今後の情報アクセスの拡大に寄与する見込みがある。

また、弁護士である PST メンバー（肢体障害者）の提案で、彼自身により障害者のための

無料法律相談が、2011 年 3 月に障害証明書を発行担当である県社会福祉局の施設に設置さ

れるなど（相談所サービス時間は、毎週金曜日午後 3～5 時）、法的分野への波及効果が確

認された。  
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３－４ プロジェクト目標の達成状況 

 目標「アボタバード県において、障害のある男女の社会への参加が促進される」 

 

指標 達成状況 

１．対象県で障害証明書の発行が 1,200 通となる 1,100 通を発行 

２．以下指標に係る、障害者社会参加の促進  

２－１．（教育分野） 50％の障害者が、障害者が教育を受けることに

ついて肯定的に考えるようになる 

考えが肯定的に変化した者： 

71％ 

２－２．（就労分野） 75％の障害者が、障害者が就労することについ

て肯定的に考えるようになる 

考えが肯定的に変化した者： 

86％ 

２－３．（日常生活） 70％の障害者が、障害者が外出することについ

て肯定的に考えるようになる 

考えが肯定的に変化した者： 

91％ 

２－４．（日常生活） 70％の障害者が、障害者が冠婚葬祭・宗教行事

へ参加することについて肯定的に考えるようになる 

考えが肯定的に変化した者： 

93％ 

３．以下指標に係る、障害者の基礎的な社会参加能力の向上  

３－１．（コミュニケーション） 60％の啓発活動等に参加した（障害

者）住民が、家族や親族とのコミュニケーションについて肯定的に考

えるようになる 

考えが肯定的に変化した者： 

92％  

３－２．（日常生活動作） 60％の障害者が、自らの日常生活動作につ

いて肯定的に考えるようになる 

考えが肯定的に変化した者： 

89％ 

 

成果 0～3 の活動を通じて、地方行政サービス、障害者の教育、就労、日常生活、コミュニケ

ーション等にかかわる肯定的な変化がもたらされている。指標について、障害者証明書の発行（指

標 1）に関しては、ほぼ目標を達成しており、期間中の達成が十分に見込まれる。他の指標につ

いては、目標数値を超える達成となっている。 

以下は、プロジェクトが実施した障害者アセスメントの効果検証（抽出対象は計 99 人、うち

男性 63 人、女性 36 人）の結果から、指標の達成数値について説明する。10
 

 

（１）障害証明書・障害者 ID 

障害認定証は、県立病院、県社会福祉局の承認により発行されており、KP 州において初

めて対象のアボタバード県でこれが証明書の地方政府行政による発行が実現されるに至った

ことから、本プロジェクトによる 1 つの成果といえる。 

障害者 ID カードは、証明書を国民 ID カード発行事務所（NADRA）、一般関連機関の承認

を経て発行されるもので、期間中に 150 通の発行がなされている。 

 

（２）教育を受けることについて 

教育についての考えの変化は、71％（男性 74％、女性 67％）が「変化があった」として

おり、目標数値を達成し、肯定的な変化が認められた。「変化があった」としたもののうち男

                                                        
10 障害者アセスメント効果検証は 2010 年 7～8 月の 2 カ月間及び 2010 年 12 月の 1 カ月間、アセスメントスタッフ 7 名（障害

者 6 名、手話通訳担当非障害者 1 名）により行われた。検証方法・目的は、2008 年からアセスメントを受けてきたアボタ

バード県 12 地区在住の障害者 約 1,700 人（肢体障害・知的/発達・視覚・聴覚）のなかから 99 人（男性 63 人、女性 36 人）

を無作為抽出し、アセスメントを受ける前（プロジェクト開始時）から現在までの裨益者における教育、就労、日常生活、

コミュニケーションについての考えの変化及び実際に起こした活動、並びに福祉サービス・アクセシビリティーの変化等を

把握するものである。 
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性 38％、女性 63％は「入学・就学した」とし、男性 56％、女性 38％が「入学・就学をした

いと考えたが難しい」と回答している。11
 

 

（３）就労することについて 

就労・家族への手伝いについての考えの変化は、86％（男性 92％、女性 80％）が「変化

があった」としており、目標数値を達成し、肯定的な変化が認められた。 

「変化があった」とした者のうち男性 49％、女性 50％が「就労・家事手伝いを開始した」

とし、男性 63％、女性 50％が「就労・手伝いをしたいと考え始めたが難しい」としている。12
 

 

（４）外出することについて 

外出についての考えの変化は、91％（男性 89％、女性 93％）が「変化があった」とし、

目標数値を達成し、肯定的な変化が認められた。 

「変化があった」とした者のうち、男性 72％、女性 83％が「外出を開始した」とし、男

性 47％、女性 17％が「外出を開始したいと考え始めたが難しい」と回答した。13
 

 

（５）冠婚葬祭・宗教行事等へ参加することについて 

結婚式へ参加についての考えの変化は、93％（男性 91％、女性 96％）が「変化があった」

とし、目標数値を達成し、肯定的な変化が認められた。 

「変化があった」とした者のうち、男性 72％と女性 76％が「結婚式へ参加し始めた」と

回答し、男性 26％と女性 16％は「結婚式への参加をしたいと考え始めたが、難しい」として

いる。14
 

 

（６）家族・親族とのコミュニケーションについて 

家族との密接な会話についての考えの変化では、92％（男性 91％、女性 92％）が「変化

があった」としており、目標値を超え、肯定的な変化が認められた。 

「変化があった」とした者のうち男性 79％と女性 96％が「家族との密接な会話を開始し

た」とし、男性 21％と女性 4％が、「家族との密接な会話を開始したいと考え始めたが難しい」

と回答した。15
 

 

（７）日常生活動作について 

日常生活での基本的な自分でできることについての考えの変化では、89％（男性 93％、女

性 86％）が「変化があった」とし、目標を達成し肯定的な変化が認められた。「変化があっ

                                                        
11 教育について事前調査時（2008 年 6～7 月、障害者 332 名と家族対象）では 18 歳未満男女障害児の約 60％、25 歳以上の障

害者の男性 20％、女性 41％が就学経験をもたない。 
12 就労について事前調査時では、20 歳以上の男性約 30％、女性約 20％が過去 1 年就労していない。 
13 外出について事前調査時では、障害者（児）を家族が隠す、自らの障害と自分を恥と思うケースが、多くみられ、社会参加

の 4 つの場〔学校（教育）、職場・家庭（働く場）、家庭・モスク・選挙・買い物・銀行・散歩（生活の場）、映画・劇場・

コンサート・バザール（娯楽の場）〕すべてで困難がみられた。 
14 冠婚葬祭の出席について事前調査時では、親族の結婚式への参席：男性 44％、女性 37％が参席、男性 17％、女性 35％が参

席しないと回答。移動手段がない、障害が恥ずかしく出られない、家族が許可しない、結婚式主催側から招待されない、等

のケースがみられた。 
15 コミュニケーションについて事前調査時では、家族との関係では、男女とも 90％が「家族と良い関係を保っている」、10％

が「良い関係ではない」としていた。友人との関係では、男性 83％、女性 90％が「常に友人に挨拶している」、男女の 90％

が「友人と良い関係を築いている」としていた。このほか、友人がいないとする者は男性 1％、女性 3％であった。 
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た」とした者のうち、男性 73％と女性 94％が「自分でできることを開始した」とし、男性

28％と女性 11％が「自分でできることを開始したいと考え始めたが難しい」としている。 

家事についての考えの変化では、58％（男性 63％、女性 47％）が「変化があった」とし

ており、目標をほぼ達成している。「変化があった」とした者のうち、男性 75％と女性 71％

が「家事を始めた」としており、男性 23％と女性 29％が「家事を始めたいと考え始めたが、

難しい」とした。 

 

３－５ 実施プロセスで取られた措置・工夫 

実施においては、適切・効果的な活動の展開のための措置や、予期せず発生した阻害要因への

対応措置として、以下の事項が行われた。 

 

（１）障害者アセスメント方法にかかわる対応（効果的分析のための方法論・ツールの修正） 

１）アセスメントとその効果の検証 

プロジェクトでは事前調査時（2008 年 6 月）調査データを含め、2010 年 7 月までに障

害当事者であるアセスメントスタッフにより約 1,700 名の障害者アセスメントを行った。

他方、それまでのアセスメントツールが ICF に基づく膨大な質問項目を含む複雑なもので

あることから、アセスメント結果を集計、分析することに時間がかかっている。他方、このア

セスメントによる障害者、家族の変化をとらえるため、1 ページにまとめたアセスメント効果

質問票を作成し、アセスメント効果のデータ分析と、プロジェクト目標指標にかかわる変化の

把握が可能となった。 

また、障害証明書、障害者 ID カードの有無、補助金・補助具の受給、社会参加にかか

わる事項（教育・働く場・生活の場・娯楽の場の 4 つの場への参加の有無と意思の変化）、

女性障害者や重度障害者への配慮（家事への参加の有無と意思の変化、家族への気持ちの

伝達の有無と意思の変化等）の項目を含めた。これによりプロジェクト目標と指標にかか

わる変化の把握が可能となった。 

２）アセスメント活動のアプローチの修正 

従来の調査においては、複雑な調査方法について、障害者とその家族からの否定的な印

象もみられた。そのためそれまで「調査」としていた活動を「アセスメント」と変更し、

情報収集と併せて、障害分野サービス関連情報提供、カウンセリング、障害者同士のネッ

トワーク基礎づくりの活動を行い、アセスメント活動が直接的に、対象の障害者と家族に

裨益するアプローチとした。 

 

（２）活動におけるジェンダー、マイノリティー配慮 

障害者、非障害者アセスメント、啓発活動、ピアカウンセリング活動では、女性の被調査

者・被支援者（裨益者）とのコミュニケーションを円滑とするために、実施者に女性スタッ

フをアサインした。アセスメントの調査項目には、より精度の高い裨益者のニーズ把握がで

きるよう、ジェンダー及びマイノリティーを加えている。 
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（３）現地リソースの活用（現地リソース活用事業のモデル性や、他県普及の仕組みづくりへ

の寄与となるもの） 

・人材に関して、プロジェクトでは現地の政府行政から個人に至る多様な関係者が、PST の

メンバーを構成している。 

・JICA の他スキームによる事業で育成されたリソースパーソンや、近隣県の DPO など障害

者社会参加支援の経験をもつリソースパーソンの経験・知見を活用している。（地域リソ

ースパーソンの登録数 30 名） 

・障害当事者のリースパーソンを研修講師や技術的助言者として巻き込むことで、裨益者で

ある障害者の肯定的自己認識の成長を図っている。 

・現地の障害者支援サービス提供組織に合わせ、障害者を主な対象としない教育、訓練組織

等を啓発活動の対象とし、障害者理解とサービス提供可能性の拡大を図っている。 

・地方ラジオ局、地方ケーブルテレビ局、出版社（パキスタンスペシャル編集者など）等の

既存のマスメディアを啓発活用のツールに活用している。 

・地域への啓発と理解の深化に伴い地域からの本プロジェクトへの寄付が始まっており、こ

れを SHG などの活動リソースに活用される見込みである。 

・地域への啓発と理解の深化に伴い、ボランティア志願者が増加傾向にあり、活動の人材と

して協力を得ている。（2011 年 5 月現在の登録数 22 名） 

 

（４）類似事業・JICA 他スキームとの連携 

開始当初から現在までに、JICA が実施する他スキームによる類似事業との 23 件の連携活

動がある。主な連携事業は、ボランティア事業、JICA APCD プロジェクト、JICA 技術協力

プロジェクト、JICA 無償資金協力事業、外務省・草の根文化無償資金協力事業及び草の根人

間の安全保障無償資金協力事業などで、元研修生やリソースパーソンによる技術移転や、共

同での啓発活動等が行われている。 

 

類似事業との主な連携活動 
期間 協力事業・団体・個人 活動内容 

Mar. 12, 2009 JICA APCD 

障害当事者団体マイルストーン 

APCD 元研修生のマイルストーンメンバーが、団体活

動を紹介、本プロジェクトスタッフの施設アクセシビ

リティー点検に同伴 

Mar. 21, 2009 障害当事者団体 Special Talent 

Exchange Program（STEP）（JICA 障害

者リーダーシップ研修、APCD プロジ

ェクト） 

STEP プログラムメンバーである元研修生が、本プロ

ジェクトスタッフのフィールド視察に同伴、アセスメ

ントに係る助言 

Apr. 21-25, 

2009 

JOCV JOCV と JOCV C/P がコミュニティを視察、技術的助

言の提供 

Sep. 28, 

2009-Oct. 10, 

2009 

JOCV 本プロジェクトスタッフが、ラホールでのパンジャブ

州立聴覚障害児学校での研修に参加。研修参加費は

JOCV が措置 

Feb. 2010 JICA 無償資金協力事業・アボタバード

県モデルスクール整備 

共同での教育分野での啓発活動 

Feb.26, 2010 JICA 技術協力プロジェクト・予防接種

拡大計画 

保健分野での啓発活動。左記事業の JICA 専門家とパ

キスタン人医師が、本プロジェクトの啓発イベントに

てポリオ予防接種の効果を参加者に説明 

Feb. 10-12, 

2010 

JICA APCD 左記事業リソースパーソンが、本プロジェクトスタッ

フ 50 名に DET を実施 
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May 25, 2010 JOCV、草の根人間の安全保障無償資金

協力事業 

左記事業の本プロジェクトスタッフによる視察、意見

交換 

May 25, 2010 JOCV、DPO 左記事業の本プロジェクトスタッフによる視察、意見

交換 

Jun. 2010 JOCV、DPO 障害者・家族を対象とする「リーダーシップ研修」に

係る意見交換 

Jun. 30- 

Jul. 02, 2010 

障害当事者団体マイルストーン 

（JICA APCD プロジェクト元研修生） 

第 1 回リーダーシップ研修にて、APCD 元研修生であ

るマイルストーンメンバーによる「自立生活研修」を

実施 

Jul. 03, 2010 JICA Alumni Association 左記メンバーによる障害マネジメントセミナー「どう

支援できるのか」を実施 

Jul. 21-23, 

2010 

障害当事者団体 STEP 

（JICA APCD プロジェクト元研修生） 

第 1 回リーダーシップ研修にて元研修生により

「DAT）」を実施 

Aug. 02-06, 

2010 

JICA APCD 第 1 回リーダーシップ研修にて、リソースパーソンに

よる「DET」を実施 

Nov. 01-03, 

2010 

障害当事者団体マイルストーン 

（JICA APCD プロジェクト元研修生） 

第 1 回リーダーシップ研修にて、元研修生であるマイ

ルストーンメンバーにより「自立生活研修」を実施 

Nov. 24-25, 

2010 

障害当事者団体 STEP 

（JICA APCD プロジェクト元研修生） 

第 2 回リーダーシップ研修にて、元研修生による

「DAT」を実施 

Dec. 20-24, 

2010 

JICA APCD プロジェクト元研修生 第 2 回リーダーシップ研修にて、左記リソースパーソ

ンによる「DET」の実施 

Dec. 25, 2010 JICA APCD プロジェクト元研修生 第 2 回リーダーシップ研修にて、左記リソースパーソ

ンによる「SHG 組織化ワークショップ」を実施 

Feb. 21, 2011 障害当事者団体 STEP 

（JICA プログラム元研修生） 

第 3 回リーダーシップ研修にて、左記リソースパーソ

ンによる「DAT」を実施 

Mar. 02-03, 

2011 

JICA APCD プロジェクト元研修生 PST メンバーを対象に、左記リソースパーソンによる

「DET・指導員研修」「SHG ワークショップ」を実施 

Mar. 04, 2011 障害当事者団体マイルストーン 

（JICA APCD プロジェクト元研修生） 

第 1 回リーダーシップ研修にて、APCD 元研修生であ

るマイルストーンメンバーによる「自立生活研修」を

実施 

出所：Collaboration with JICA Resources, A STAR Project, May 2011 

 

（５）中間レビュー調査団からの提言に対する措置 

１）経験と包括的マネジメント技術の記録化（レプリカビリティー向上の措置） 

 PST 体制安定化と業務質管理のため、規程最終化、討議録・月例様式、障害・ジェンダ

ー・マイノリティーバランス配慮表等を作成し活用。 

 プロジェクトスタッフの業務の質管理のため、日報・月報様式、評価ガイドライン、シ

ート等を準備し活用している。 

 ローカルリソースパーソン（知見に係るリソースパーソン、ボランティアワーカー）の

登録・リスト化を行っている。 

 障害者・家族リーダーシップ研修教材と日程様式の作成を行っている。 

 障害者・家族 SHG の形成支援ガイドライン（案）を作成している。 

 各種啓発活動や会議等の作業詳細分割図（Work Breakdown Structure：WBS）、業務チェッ

クシート様式を作成し活用している。 

 プロジェクトの月例報告書について、和文及び英文による要約を追加した、など。 

２）障害当事者から障害者へアプローチする一貫した方法論の維持（障害者家族、地域障害

者リーダーの、活動への参加促進） 

 第 3 回障害者・家族リーダーシップ研修候補選抜面接に、同研修生の出身地からザカー

ト委員会員が面接官として参加。同じく、PST・エンパワメント・サブグループのメン
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バーが面接官として参加した、など。  

 大学職員・学生を対象とした障害問題啓発セミナーで、障害をもつ地域リソースパーソ

ンをファシリテーター、パネリストとして招いている。 

 環境問題・障害問題啓発のための清掃活動において、活動を村落に移すことで、村落部

の障害者とその家族の参加を促進した。 

 SHG 設立を目的とした障害者・家族リーダーシップ研修で、地域の障害のあるリソース

パーソンをファシリテーター・講師に招いている。 

 

（６）プロジェクトスタッフ、カウンターパート（C/P）人材、プロジェクト運営委員会（PST）

の業務の能力育成 

プロジェクトスタッフ、C/P 人材、PST に対し運営管理や活動にかかわるさまざまなテー

マによる研修等活動を行うことで、プロジェクトの実施アクターの業務能力の向上を図って

いる。 

プロジェクトでは、効果と課題の特定発見に有用なプロジェクト評価シートを作成して、

業務状況の把握にも努め、スタッフの業務遂行でも自己評価シート、スタッフ評価シート様

式が準備され、パフォーマンス把握が行われている。 

 

プロジェクトスタッフへのワークショップ・研修・講義 

No テーマ 期間 参加数 実施数 

1 障害分野の開発課題、州法・政策、アセスメント、課題特定、

課題分析、ほか 

Jan. 2009 - Mar. 2010 8 50 

2 障害分野の開発課題、5S、3M、3R（Reduce, Reuse, Recycle）、

QC（Quality Control）、Plan-Do-See、報告、文書化、ほか 

Apr.-Mar. 2011 10 250 

3 人材マネジメント Jan. 6-8, 2010 1 1 

4 SHG Dec. 2010, Mar. Apr. 

2011 

5 10 

5 障害をもつ女性 Mar. 2011 2 1 

6 公的文書 2010（2 日） 5 1 

7 手話（基礎） 2009（2 週間） 2 1 

8 DET 2009（1 週間） 15 1 

9 自立生活、ピアカウンセリング、介助手法 2009（4 日） 30 1 

10 DAT 2009（4 日） 30 1 

出所：List of Capacity Development of the Project Staff (Workshop/Lecture/Training), A STAR Project May 2011 

 

C/P人材、PSTへの国内研修・ワークショップ 

No テーマ（実施日数） 実施時期 参加者 

1 DET（3 日） Jan. 2010 PM、PST メンバー5 名 

2 SHG とは何か（1 日） Dec. 2010 PST メンバー7 名 

3 SHG 組織化（1 日） Mar. 2011 PST メンバー3 名 

出所：List of Capacity Development ofProject C/P and PST members, A STAR Project May 2011 
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プロジェクトスタッフ、C/P人材、PSTへの On the Job Training 
No テーマ 対象者 

1 視覚化（見える化）：ホワイトボードを活用した活動計画の共有、達成状況

の測定、マグネットボードの設置場所、書類・備品名の明記（ラべリング） 

PM、プロジェクトスタ

ッフ 

2 記録方法：会議メモ様式の理解、会議アジェンダ様式の理解 PM、プロジェクトスタ

ッフ 

3 活動・研修マネジメント：WBS、イベント計画シート、イベント報告書シー

ト、作業チェックシート 

PM、プロジェクトスタ

ッフ 

4 報告マネジメント：月例事業報告、月例グループ報告、月例スタッフ報告、

スタッフ日報 

PM、プロジェクトスタ

ッフ 

5 人材育成マネジメント：スタッフ自己評価シート、スタッフ評価シート  PM、プロジェクトスタ

ッフ 

6 活動評価マネジメント：啓発活動評価シート、研修フィードバックシート PM、プロジェクトスタ

ッフ 

7 情報共有マネジメント：Google ドキュメント共有 PM、PST メンバー、プ

ロジェクトスタッフ 

8 PST マネジメント：PST 規程（案） PM、PST メンバー、プ

ロジェクトスタッフ 

出所：List of Capacity Development of Project C/P and PST members, A STAR Project May 2011 

 

（７）障害者メンバーに配慮した、プロジェクトスタッフの業務環境の整備 

施設・設備環境（ハードウェア）の配慮として、障害者であるプロジェクトスタッフがよ

りよく業務に従事できるよう、次の事項を手配した。点字名刺の作成、事務所施設とシティ

ホールでのスロープを設置、車椅子で利用可能となるようトイレの改装、視覚障害者に配慮

したハイコントラスト色付きスロープの設置、黒板の設置、車椅子利用者が乗車可能な福祉

車両の配置、身体障害者に配慮したワイヤレス PC マウスの配備、プレゼンテーションポイ

ンターの配備、車椅子の調達、JICA パキスタン事務所事業紹介 DVD にナレーション、字幕、

手話映像の追加、など。 

その他活動（ソフトウェア）における配慮として、次の事項を手配した。ワークショップ

や研修における手話通訳、障害者スタッフの特別なサポート、リソースルーム配備のコンピ

ュータへの JAWS（Screen reader）のインストール、視覚障害者スタッフへの移動に係る研修、

スタッフへの手話研修、スタッフへの多様な障害に係る基本情報の共有、ナレーション・字

幕・手話を入れた短編映像の作成、活動実施・宿泊・会合出席に伴うアクセシビリティーの

点検、障害者スタッフやゲストの移動の際の送迎サービス、スタッフのための補装具の修理、

など。 

 

（８）活動への阻害要因と影響、対応措置 

活動の進捗に影響した事項として、治安悪化、自然災害、C/P 人材の交代等、以下の諸事

項が挙げられる。 
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阻害要因と影響 

原因（発生時期） 主な対応措置 主な影響、追加支出 

2009 年 5 月に北西地域で内戦が

勃発、アボタバード県内へ国内避

難民（Internal Displaced People：

IDP）が流入、スワート地域周辺

にて軍事活動が展開される 

（May- Aug. 2009） 

・PM が 3 カ月間 IDP 支援に従事 

・JICA 専門家が、安全管理会議

への出席、IDP 支援調査等プロ

ジェクト外活動へ従事 

（Jul.-Sep.2009） 

・PM の活動参加の縮小 

・JICA 専門家の移動の制限、州都ペ

シャワールの治安悪化のため、州政

府との連携活動が困難になった 

・サインボードの設置、広報活動の遅

延 

・予定していたボランティア事業、水

道セクター無償資金協力事業、教育

セクター無償資金協力事業との啓発

に係る連携活動が中止される 

・JICA 専門家事務所周辺での治

安悪化 

・ジェンダー関連活動に対する

反発の発生（Mar.-May 2010） 

・活動の一時停止 

・JICA 専門家の一時退避 

・事務所移転（Apr. 2010） 

・ジェンダー活動の縮小 

・警察等、治安当局との情報共

有 

・事務所移転経費約 30 万円の支出 

・テレビ、ラジオ、ビデオなどマスメ

ディアを用いた活動を縮小せざるを

得なくなり、とりわけ遠隔・農村部

への啓発活動が困難となっている。

また、啓発活動、イベント、研修等

へのマスコミ招待が禁止されている 

・リソースルームの一般公開ができな

い状況である 

・JICA 専門家のフィールド出張、地

方での啓発活動の参加、名刺配布等

が制限されている 

・女性スタッフ数、ボランティアの事

務所訪問数が制限されている 

州名変更にかかわるデモ、スト

ライキ、非パストゥーン族レジ

スタン活動の発生（May 2010-現

在） 

・事務所での業務を縮小、可能

な限り早い時間に帰宅 

・警察、治安当局等との情報共

有 

安全対策コンサルタント、警備

人材の配置（May- Jul. 2010） 

・JICA 専門家、プロジェクトス

タッフが、追加的な書類整理業

務に従事 

対象地域での洪水被害の発生 

（Jul. 2010） 

・啓発活動の中止 ・啓発活動（清掃活動、スポーツ大会）

が中止となる 

PM の交代（Dec. 2010） ・新 PM へのプロジェクト情報

の提供 

・PM の業務が停滞 

連邦政府 C/P の特殊教育局の組

織改編（End of 2010） 

 ・進捗の共有、プロジェクト課題への

対応、意思決定が中断する 

連邦政府 C/P であった前・特殊

教育局長が、強盗殺害に遭い逝

去（Feb. 2011） 

 ・人材の喪失と情報ネットワークの混

乱 

ビンラディン殺害（May 2011） 

 

・報復テロへの予防対策として、

5 月中金曜日を専門家自宅待機

とした。 

 

出所：Restraint of Project Development, A STAR Project, May 2011 
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第４章 評価結果 

 

４－１ 妥当性 

裨益者ニーズ、障害政策、わが国の対パキスタン支援政策、目的に応じた効果的なアプローチ

等の観点から、本プロジェクト実施の高い妥当性が認められた。根拠は以下のとおり。 

 

（１）対象国・裨益者ニーズとの整合性 

パキスタンの障害者は、差別・偏見、情報アクセスや福祉サービスが不足していること等

から、教育・雇用・冠婚葬祭など社会活動への参加が極端に制限された状況にある。WHO

推定ではこうした障害者は人口の約 10％、そのうち約 30％が 5～14 歳の子どもとされ、2003

年に行った JICA の調査でも、11％の家庭に障害者が暮らしている。 

障害者支援における昨今の国際的潮流では、行政が障害者を福祉サービスの対象とするに

とどまらず、社会に既存する有形無形のバリアを除きながら、障害者自身の自発的社会参加

を後押しすることが奨励されており、これが障害者の権利の実現と持続的な社会参加に有効

な方法と考えられている。他方パキスタンにはこうした事業の経験は少なく、定まった方法

論をもたない。 

本案件は、以上のような裨益者とパキスタンのニーズに対応し、障害者の社会参加促進事

業の効果的モデルを展開し、長期的には他県での普及・展開事業の展開によって、成果が広

く波及することをめざしている。 

 

（２）パキスタンの障害政策・国家計画との整合 

第３章３－１－２「プロジェクトの概要」において説明したとおり、パキスタン政府は「障

害者 NPA」（2006 年）において障害政策に基づく優先的取り組みの 17 項目を明記しており、

本プロジェクトはこれら全項目に包括的に取り組むことで、NPA の実施を全面的に支援する

事業となっている。 

 

（３）日本の援助政策・JICA 支援戦略との整合性 

わが国は ODA 政策、対パキスタン援助計画で「人間の安全保障と人間開発」を優先方針

とし、本プロジェクトは同方針を根拠とする社会的弱者支援事業である。さらにプロジェク

トは、日本独自の知見である総合的品質管理（Total Quality Management：TQM）、5S、見え

る化等の方法論を用いており、ODA 大綱の「日本の経験と知見の活用」という方針とも合致

している。 

JICA 対パキスタン展開計画の「障害者福祉支援プログラム」における、パキスタンの障害

者政策実施を支援する事業として、同国の障害者社会参加促進に係る連邦から県に至る官民

機関ネットワーク構築と、実施能力の強化を行う事業と認識されている。JICA 課題別指針「障

害者支援」で謳われる、障害者の「メインストリーミング」と「エンパワメント」をプラク

ティカルに組み込んだプロジェクトとしている点でも、JICA の支援戦略に基づいた事業であ

ることが明確である。 

また、障害者の社会参加で多様な取り組みが行われている日本は、パキスタンへ多くの知

見や技術導入が可能であり、JICA は APCD プロジェクトでの障害者リーダーを育成した実



 

－37－ 

績を生かすことができる。また APCD で育成された人材が本プロジェクトの講師や助言者な

ど活動のリソースとして働いており、知見活用の効果が高い。 

 

（４）プロジェクトアプローチの適切性 

以下のとおり、目的に応じた実施体制と活動の方法論等が取られており、効果的なアプロ

ーチとして認められる。 

１）障害者（裨益者）主体の実施体制 

運営管理・活動・モニタリングを担う PST とプロジェクトチームに、障害当事者や家族、

女性、マイノリティーからメンバーが選定された。障害者がアサインされることで裨益者

ニーズがよく把握され、ロールモデルとして支援を受ける障害者市民への啓発効果がみら

れる。多セクターの者がかかわることが包括的な取り組みを可能としている。 

また、PST メンバーは、県行政を含む多様な官民関係者や有識者や個人で構成されてい

るため、障害問題をさまざまな社会的側面から検討することと、多セクター・関係者間の

ネットワークをつなぐことが可能となった。業務では、①（政府・非政府間）ネットワー

キング、②（障害者・家族）エンパワメント、 ③インクルージョンの 3 つの役割別サブ

グループを設けることで、メンバーの役割が明確にされることで、各グループが専門性を

生かした活動が可能となっている。 

２）プロジェクト効果の把握－アセスメントと効果検証 

可能な限り精度ある、モデル事業の効果把握が行えるように、事前調査時から障害者・

非障害者アセスメントを統一された方法で継続している。これによって、プロジェクト効

果の把握と、上位目標にかかわる有用な情報の把握が可能になると考えられる。 

３）成果と活動の選定－リーダーシップの育成とグループ形成 

ネットワーク構築により実施体制の基盤をつくり、多様なツールによる啓発活動を行い、

社会や個人生活に広がる偏見や物理的バリアを低減し、地域の理解を含む受入れ環境を改

善することに取り組んでいる。 

また、リーダーシップ研修により、リーダーとして必要な専門的知識の育成と個人ネッ

トワークを支援し、グループ形成の足掛かりをつくっている。 

４）現地リソースの活用 

JICA の類似事業によるリソースパーソン、日本の支援組織のリソースパーソン、現地近

隣県の DPO など、社会参加支援の経験をもつリソースパーソンの経験と知見や、地域メデ

ィアなど現地の多様なリソースを活用している。これにより、他県普及の際に、フィージ

ブルなリソース確保の仕組みを提示することに寄与する。 

 

４－２ 有効性 

障害者と非障害者において障害者の社会参加促進につながる変化が認められており、達成度は

成果ごとに差があるものの、プロジェクトの明確な有効性が確認された。根拠は以下のとおり。  

 

（１）プロジェクト目標の達成進捗 

プロジェクトでは、政府行政、官民支援者、障害者・家族、専門職、有識者、市民支援者

における協力ネットワークを構築し、障害者・家族リーダーの育成や当事者・SHG 等の組織
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化、啓発を通じた差別・偏見の軽減、情報提供による福祉サービス・アクセシビリティーの

向上など、障害者の社会参加促進に必須となる各課題に取り組み、これによって障害者社会

参加促進アプローチの基盤を整えつつある。対象裨益者へのアセスメント効果検証及び本調

査における障害者へのヒアリング調査からも、障害者における、教育、就労、日常生活、コ

ミュニケーションについて肯定的な考えの変化が認められ、障害証明書や障害者 ID カード

の発行、公的福祉サービスの支給など行政の取り組みにも進展がみられ、アプローチの効果

が認められた。 

他方、プロジェクトによる働きかけによっても、社会参加への意思が生まれても困難があ

り、実践できない障害者がいることから、障害者の社会参加促進には更に多くの時間と取り

組みが必要と考えられる。したがって、残り期間においては、グループ形成支援、ネットワ

ーク強化、PST の機能の明確化・恒常化の検討が重要となるが、終了後にもプロジェクトが

行った包括的な諸活動が継続されるべきであろう。 

プロジェクトの効果、普及・展開事業のモデルとしての効果については、非障害者へのア

セスメント効果検証の結果を併せてみたうえで、より詳細に分析される必要があろう。 

 

（２）成果の達成状況 

第３章３－３で説明のとおり、「障害に対する差別・偏見の軽減」（成果 2）、「情報アクセ

シビリティーの改善」（成果 3）について順調な成果の達成がみられた。ネットワーク構築（成

果 0）については、多セクターの関係者・個人が構成する PST の働きにより、連邦・州・県

と地域間の連携、多セクターの連携を可能にしている。対象の地域社会においてさまざまな

肯定的変化も現れていることから、設定指標以外の側面における波及効果にも注目する必要

がある。グループ形成（成果 1）については SHG の形成や当事者団体の準備など進展がみら

れた。今後は家族グループの形成及び各グループの役割の強化に力を入れる必要がある。 

成果別の達成状況は、以下のとおり。 

１）「ネットワーク構築」（成果 0）について 

PST 会合、プロジェクト会合、アボタバード県行政との活動実施と協議、支援団体・NGO

との協力と協議、DGSE と州・県政府・NGO との NPA 会合、DPO、専門職、有識者との

会合等を通じて、連邦から地域に至る官民関係者のネットワークが構築されつつある。PST

メンバーには、県政府行政関係者、障害者支援組織（NGO、民間）代表、障害当事者、障

害者の家族などさまざまな障害課題をとりまく幅広いアクターがアサインされているこ

とが、多様な関係者のニーズや関心事項の把握・検討が可能となっており、ネットワーク

化を効率的なものとしている。成果達成はおおむね良好ではあるが、中長期的な活動持続

の観点から、連邦・州・県の連携が恒常化されるよう期待される。 

２）「グループ育成・強化」（成果 1）について 

プロジェクトでは、2010 年より障害者と家族のリーダーシップ研修、グループ形成準備

会議、障害者と家族リーダー研修生による SHG 準備集会、PST メンバー対象の SHG に関

する研修、研修生とザカート委員会の合同打合せ、ワークショップ等を活発に行い、リー

ダー育成とグループ組織化の支援を進めている。 

リーダーシップ研修は、実施中の研修も含めて計 60 名へ行われ、元研修生のうち 95％

が研修で得た知見をもって活動を継続した。グループ形成については、2011 年 1 月に SHG
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“Umeed-e-Saher”（Nawanshehr 地区）、2011 年 3 月に SHG“Dastak Association”（Mirpur、

Kakul、Banda Pir Khan の 3 地区）が設立され、障害当事者団体 SEWA（アボタバード市）

が政府登録を準備している段階である。特記すべきグループ活動として、Dastak Association

の尽力により、10 名の障害児が就学を果たした実績が挙げられる。 

家族グループを含む各グループの形成については、終了までに団体形成準備会の実施、

リーダーシップ研修を通じたニーズ把握、県外の類似団体への視察や障害種別フォローア

ップ研修等による組織機能強化の検討、女性グループ形成の検討などに力を入れることが

期待される。 

また、プロジェクト期間中に設立されるグループ数が目標値に達しない場合においても、

プロジェクト終了後にそれまでの経験や知見を活用し、パキスタン側の自助努力により早

期に達成されることが期待される。 

３）「偏見・差別軽減」（成果 2）について 

プロジェクトでは、多様な啓発活動が多くの障害者と非障害者双方の市民に向けて行わ

れ、障害者の開発課題の理解を深めながら、障害に対する偏見・差別軽減と、多セクター

への障害問題の主流化に取り組んでいる。 

具体的には、アートを通じた啓発、教師・生徒間の啓発キャンペーン、手工芸を通じた

啓発、高等教育機関への啓発、ラジオ等のメディアを通じた啓発、町の清掃運動、スポー

ツ、歩く会、官民セクター連携など 10 種の活動を展開し、5,729 人以上の人々を参加者と

して 96 回の啓発活動を実施、16 種の啓発マテリアルを作成・活用した。 

多様な対象者へ多様なツールを用いてアプローチし、障害の理解を促しており、成果の

達成は良好と判断できる。有識者や専門職への個別啓発については、これまで小規模な活

動であったため、多様な分野で障害の主流化を図るために、今後取り組みを拡大されたい。 

４）「情報アクセシビリティーの改善」（成果 3）について 

プロジェクトでは開始当初から障害者とその家族へ提供すべき情報の収集と分析を進

めており、この成果は、政府行政組織、法規、公的福祉サービス、多セクターの支援組織、

支援プログラム等の情報を含んだ「障害者サービスガイドブック」にまとめられた。これ

が広く配布されれば、障害者やその家族の情報アクセスに貢献し、市民や企業の障害理解

にも役立つであろう。 

アクセス向上の状況については、アセスメント効果検証の結果と本調査でのヒアリング

結果から、障害者が障害証明書を得たり、ID カードを取得したり、支援組織の情報を得る

などが確認されている。さらに、950 人の支給申請書が社会福祉財務局へ提出され、障害

証明書が州内で初めて発行に至り、証明書や ID カードを取得することで福祉サービス受

給が可能になる等、生活への効果が確認されている。 

 

（３）外部条件・リスク要因の影響 

治安悪化の影響から、以下の成果の進捗に影響しているため、今後も注視するとともに、

適切な対応を続けて取られたい。 

・安全管理上の理由から、JICA 専門家が州都ペシャワールに赴けず、州政府行政関係者、州

の支援組織・個人との情報共有ができない状況にあり、州と県のネットワークの強化に影

響がある。（成果 0） 
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・啓発のために効果的なツールであるメディア広報が、安全管理の制限で、十分に利用でき

ない状況にあり、想定していたよりも効果が落ちる可能性がある。（成果 2） 

・リソースルーム＆ライブラリーは設置に至ったが、治安問題で一般公開できず、情勢をみ

ながら今後の活用を検討する必要がある。（成果 3） 

 

４－３ 効率性 

実施運営管理とフィールド活動で障害者が主要アクターとして働くことで実施効果を高め、現

地リソースや類似事業の知見活用も、普及・展開事業に有用な活動の仕組みづくりに有効である。

得られている成果状況から、投入に対する効果は高く、プロジェクトの顕著な効率性が認められ

る。根拠は以下のとおり。 

 

（１）投入の適切性 

１）両国側リソース（人材・施設機材・ほか） 

以下のとおり、双方側から R/D の合意に基づく投入、及び実施段階の必要に応じて、追

加的な投入が適宜行われた。 

・日本側：計 4 名の JICA 専門家（長期専門家：チーフアドバイザー1 名、業務調整 1 名、

短期専門家（障害当事者）：SHG 育成・強化 2 名）がアサインされ、アドミニスタッフ、

フィールドオフィサーを含む（最大雇用時）計 86 名のローカル人材が雇用された。 

・パキスタン側：実施組織から C/P 人材 4 名（連邦政府 1 名、州政府 1 名、県政府 2 名）

がアサインされたほか、PSTやNPAワーキンググループ活動で約 7名の人材が従事する。

連邦政府から 1 名、県政府から 2 名が、プロジェクトスタッフとして派遣されている（出

向）。 

・活動実施においては、リーダーシップ研修を受けた障害者・家族の 60 名以上、アセスメ

ント効果検証の対象となる約 1,700 人に及ぶ地域住民がかかわっており、人件費からは

換算されない多くの人的リソースが参加している。 

・2009 年 8 月にプロジェクト関係者 2 名がタイの APCD 主催地域に根ざしたリハビリテー

ション（Community-Based Rehabilitation：CBR）研修、SHG 強化研修に参加。2011 年 

1 月にプロジェクト関係者 10 名が本邦研修「日本の社会福祉・社会保障制度と障害者社

会参加の実際」に参加。2009 年及び 2010 年の 10～11 月にそれぞれプロジェクトスタッ

フ 1 名及び PST メンバー１名が本邦研修「障害者リーダー育成コース」に参加。習得知

見はプロジェクト活動にフィードバックされている。 

２）投入対効果 

類似プロジェクトと比して現地リソースの活用規模が大きく、有志メンバーの PST やリ

ーダー候補者、SHG、アセスメント対象市民など、支出を伴わない多くのアクターがプロ

ジェクト効果の発現に関与している。これら人的リソースとともに、付随するネットワー

クリソース、情報リソース、資金リソース、場所・設備・施設リソース等が活用されてお

り、持続性を高める要素でもあり、投入対効果は高いと判断される。 
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（２）他事業・スキームとの効果的連携 

開始当初から現在までに、JICA が実施する他スキームによる類似事業との 23 件の連携活

動がある。主な連携事業は、ボランティア事業、APCD プロジェクト、JICA 技術協力プロジ

ェクト、JICA 無償資金協力事業、外務省・草の根文化無償資金協力事業及び草の根人間の安

全保障無償資金協力事業などで、元研修生やリソースパーソンによる技術移転や、共同での

啓発活動等がある。 

官民組織・企業との協力した例としては、雑誌編集社と 4 種類の冊子を作成した事例や、

連邦政府社会福祉省、情報省と障害問題啓発のためのショートムービー・クリップを作成し

た事例、パキスタン国家銀行と連携した障害者テイラーへのミシン贈呈の事例などが挙げら

れる。 

当初予定した協働活動が、治安情勢の悪化等で断念せざるを得ないケースもあったが、新

たなパートナーとの関係も生まれており、プロジェクトの認知度の向上や関係構築を可能と

した。 

 

（３）効率性を促した要因、適切な対応措置 

以下に挙げるパキスタン側の実施体制、活動の方法論、実施プロセスでの対応措置が、効

率性の促進に大きく寄与している。 

１）パキスタン側政府行政のコミットメント 

政府の障害政策においては、NPA を実施する事業として、本プロジェクトの実施・継続

への関心が高い。また、PST の実施体制における県政府行政からの人材が、とりわけ連邦・

州・県の連携について主導的役割を担った。さらに、プロジェクトダイレクターがネット

ワーク構築に積極的に働き、かつ、諸活動へのモニタリングに綿密に参加することで、連

邦・州・県の官民組織の連携及び進捗の把握や必要な対応措置が円滑化されている。  

２）障害者の参加 

アプローチ説明においても述べたとおり、主導的役割を担う PST の半数以上、プロジェ

クトチームの現地スタッフほぼ全員が障害者あるいはその家族がアサインされている。実

施運営管理や活動の企画・策・実施で、裨益者である障害者とその家族がアクターとなる

ことで、活動に高い集中力と意欲が生まれている。 

３）活動におけるジェンダー、マイノリティー配慮 

障害者、非障害者アセスメント、啓発活動、ピアカウンセリング活動では、女性の被調

査者・被支援者（裨益者）とのコミュニケーションを円滑とするために、実施者に女性ス

タッフをアサインした。アセスメントの調査項目には、より精度の高い裨益者のニーズ把

握ができるよう、ジェンダー及びマイノリティーにかかわる事項を加えている。 

４）アセスメント方法論とツールの修正 

プロジェクトでは事前調査時（2008 年 6 月）の調査データを含め、2010 年 7 月までに障

害当事者であるアセスメントスタッフにより約 1,700 名の障害者アセスメントを行った。

他方、それまでのアセスメントツールが ICF に基づく膨大な質問項目を含む複雑なもので

あることから、データベース化、報告書作成が遅れていたが、現在、業者に委託する形で

アセスメントデータをまとめている。 

新しいアセスメントでは、障害証明書、障害者 ID カードの有無、補助金・補助具の受

給、社会参加にかかわる事項（教育・働く場・生活の場・娯楽の場の 4 つの場への参加の
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有無と意思の変化）、女性障害者や重度障害者への配慮（家事への参加の有無と意思の変化、

家族への気持ちの伝達の有無と意思の変化等）の項目を含めた。この対応により、アセス

メント結果のデータ分析と、プロジェクト目標指標にかかわる変化の把握が可能となった。 

 

（４）効率性を妨げた要因 

「有効性」において指摘した治安等問題を含め、効率性に影響した以下要因が認められた。 

・治安状況の悪化（テロ、アボタバード県内への IDP の流入、プロジェクト事務所周辺で

の不審者の出没等）により、安全面への配慮から活動を制限する場面が生じ、プロジェ

クト実施の効率性に影響した。具体的には、治安悪化を理由に 2009 年 6 月に JOCV がパ

キスタンから退去したため、期待されていた連携が十分行われなかった。広報活動やメ

ディアへの露出等も制限せざるを得なかった。 

・もともと、日本人専門家の州都ペシャワールへの渡航が制限されているため、州政府と

の強固な関係構築に困難な面があり、プロジェクト実施の効率性に若干影響した。  

・C/P の組織改編、人事異動等により、プロジェクト実施の効率性に若干影響した。 

 

４－４ インパクト 

就労、教育、インフラ・アクセシビリティー、情報アクセス、地域からの協力などの社会の多

様な側面において、プロジェクト活動による目標や成果指標に明記されない波及効果が確認され

ている点で、インパクトが認められる。他方、普及・展開事業の実施については実施の仕組みを

より詳細に特定することや、リソース確保の具体的措置も必要であることから、上位目標達成見

込みは今後の進捗をみて判断する必要がある。詳細は以下のとおり。 

 

（１）上位目標の達成見込み 

プロジェクトの効果がパキスタン側においても認められ、州政府も本プロジェクトのアプ

ローチを導入した普及・展開事業実施の意向を示している。他方、現段階では普及・展開事

業展開の対象県、実施体制（リソース、戦略、タイムフレーム）は確定していないことと、

JICA 側が投入してきたマンパワーと技術をパキスタン側で確保できるフィージビリティが

不明確である。また、普及・展開事業を行うにあたっては、本プロジェクトのアプローチを

改善し、より効果的・効率的な仕組みを特定することも必要である。したがって、上位目標

達成見込みは、期待はもてるものの、今後の進捗をみて判断する必要がある。 

 

（２）波及効果 

実績のレビュー及び本調査でのヒアリング結果からも、活動を通じてネットワーク構築と

啓発活動が、就労、教育、地域、情報、行政、個人の生活などのさまざまな側面で、以下の

インパクトをもたらしたことが確認されている。以下に事例を紹介する。 

１）就労・雇用について 

・障害者雇用率の情報開示の効果で、11 名の障害者リーダーが官民組織に就職した。 

・障害者リーダーが、イスラマバードとアボタバード県で障害者社会参加促進の類似事業

に取り組んだ。 

・携帯電話会社のアボタバード支社が、障害者のインターンシップ受入れを開始した。 
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２）情報アクセス・物理的アクセス・教育について 

・地方ラジオ局やテレビプログラムで障害問題を扱う番組が開始された。 

・コムサット大学（アボタバードキャンパス）が、障害者学生に配慮した大学施設アクセ

シビリティー改善に取り組むことに合意した。 

・ペシャワール大学社会事業社会開発部教授が、「あらゆる人々が参加する社会」を必須

科目とする意向を示した。 

・モダンエージ（Modernage）学校、イクラ（Iqra）学校、ブライトキャリア（Bright carrier）

学校が、障害児生徒に配慮した学校施設のアクセシビリティー改善に取り組む意向を示

した。 

・メッセージ（Message）学校とモダンエージ学校の校長が、障害児の入学受入れに積極的

に取り組むことに合意した。 

・県調整局、県社会福祉局、レディス公園、モダンエージ学校等が、車椅子利用者のため

のスロープやトイレを設置した。 

３）行政と地域の協力について 

・県ザカート事務所が、障害児 1 名へ奨学金を授与した。 

・地域からの本プロジェクトへの寄付が始まった。 

・ボランティア志願者が増加傾向にある。 

 

４－５ 持続性 

障害支援政策、本プロジェクトで導入した技術の継続的な活用について持続性は高いと見込ま

れるが、プロジェクト効果をより発展させ、かつ他地域へと波及するための組織体制やリソース

のフィージビリティは不透明である、と判断される。根拠は以下のとおり。 

 

（１）政策・制度面での持続可能性 

妥当性でみたとおり、パキスタン側は、プロジェクト実施妥当性の根拠である「障害者 

NPA」（2006 年）を主要障害戦略として実施を続ける意向であり、本プロジェクトのアウト

カムを NPA の観点からも高く評価し、普及・展開事業実施の意向を示している。プロジェク

ト効果波及に係る政策的な持続性はあり、普及・展開事業が実施されればアウトカムの持続

がより確保されるであろう。 

プロジェクト活動は、障害者の権利や法に基づいた既存の行政サービスの実施（障害証明

書、ID カード、公的扶助など）、や新たなサービス（法律相談など）の設置も促しているが、

これにかかり、連邦・州・県に至る政府行政組織は高い関心をもって関与していることから、

制度的な観点からも成果の持続可能性は十分と思われる。 

他方、NPA が現在まで詳細戦略（実施者、タイムフレーム、対象地域など）と財源をもた

ず、政府における開発事業としての優先度が十分に認められていない状況であると推定され

る。また、実施期間中には活動費の大部分を措置している JICA の協力が終了したあとの、

プロジェクト実施のフィージビリティが懸案である。今後は、障害への取り組みが政府内に

おいて優先課題として位置づけられるよう認知を高める努力と、現在パキスタン側で進めら

れている開発事業費としての PC-1 要請が確実に行われ、承認をもって活動財源が措置され

るための最大の努力を期待する。 
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（２）実施体制に係る持続可能性 

組織的側面について、有志メンバーにより構成された PST がプロジェクトチームとともに

企画・運営・実施・モニタリング・評価を担っている点で、実施運営体制は非常に効果的で

あるが、プロジェクト活動への予算措置はこれまで日本側が担ってきたことから、プロジェ

クト終了後の活動を継続していくために、パキスタン側において今後の活動体制を早期に確

立し、併せて予算措置を行うことが必須である。 

 

（３）技術的側面に係る持続可能性 

PST メンバー、リーダーシップ研修生への調査によれば、彼らは企画・活動実施･モニタリ

ング・評価等の業務に従事し、啓発やリーダーシップ研修を通じて、障害問題と解決方法、

グループによる活動にかかわり、新しい知見や技術を習得している。実施にかかわったメン

バーは、多様なセクターの公務員、有識者、支援者等を含みかつ多くが障害当事者であるこ

とから、彼らが今後も障害者社会促進の事業に従事し続ける可能性は十分に高い。ヒアリン

グ調査においても、リーダーとして期待される障害者においては、今後も社会参加に取り組

む意欲が認められた。これらから、本プロジェクトで取り組んだ（成果 0～3 に示される）技

術が持続的に活用されていく可能性は、十分にあると判断されるため、プロジェクト終了後

においても啓発や研修生へのフォローアップを継続していく必要がある。 

懸案のひとつとして、PST や障害者リーダーへの聞き取りから、SHG の活動を企画する一

方で、メンバーのアクセス環境や日常生活動作の制限のために、グループ活動が難しいケー

スがあるとの指摘があった。SHG 活動が活発化され、障害者の社会参加が促されるように、

地域市民への啓発、施設・交通アクセス環境の改善、日常生活動作の向上のための福祉サー

ビス受給等について、今後も並行して取り組んでいく必要があろう。 

 

（４）社会文化的側面の配慮と中長期的効果 

「妥当性」と「効率性」で指摘したとおり、本プロジェクトではアクター選定と活動アプ

ローチで、障害者をとりまく社会環境やパキスタンの社会文化特性が考慮され、以下のとお

り、特別な措置が取られている。 

・実施主体の半数以上を障害当事者、女性またはマイノリティーが占める。 

・県を中心として多様な政府行政が、実施運営管理部隊のメンバーとなる。 

・他県への普及の際の方法論に応用できるよう、現地リソースを最大限に活用し、普及のフ

ィージビリティを高める。 

・フィールド活動では障害者が働き、障害当事者へのアウトリーチやコミュニケーションを

円滑にするとともに、障害者ロールモデルとして啓発効果を狙う。 

・アセスメントなどフィールド活動では、プロジェクトの説明を十分に行えるようスタッフ

を養成し、障害者の主体的な社会参加の意味を啓発する（チャリティーモデルの誤解を招

かない配慮）。 

 

上記の工夫は、本プロジェクトのアプローチであるとともに、プロジェクト効果や障害者の主

体性の高揚に寄与している。これら措置は将来の普及・展開事業実施においても取り込まれるこ

とが重要である。これら配慮の意義は高いとともに、特別な支出をしない専門性からの措置であ
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って、障害当事者の協力を得られれば、将来の普及・展開事業の方法論に導入されるうえでの困

難はないと考えられることから、中長期的な効果の持続が期待できる。 

 

４－６ 結 論 

本プロジェクトの高い妥当性が認められ、早急に活発化させるべき活動も残されているものの、

目標・成果達成状況や投入対効果からも有効性及び効率性は高い。発見された多様な波及効果は、

社会や市民における変化を示しており、プロジェクト目標や成果進捗を測る定性的な情報となろ

う。 

上位目標の実現の見込みを現段階で断定することは難しいが、以下に述べる提言と教訓を実施

に組み込むことで持続性を高めるよう、更なる取り組みを期待する。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提 言 

プロジェクト期間中に取り組まれるべき課題にかかわる提言は、以下のとおり。 

 

（１）グループ形成に重点的に取り組むこと 

DPO、SHG、家族グループの形成（成果 1）の取り組みについては、進捗状況に遅れがみ

られるため、重点的に取り組む必要がある。プロジェクト終了までに設定した目標値を達成

できなかった場合においても、グループ形成の本質的なノウハウ・技術は、県政府行政との

協力によってリーダーシップ訓練等を通じて障害者を含むプロジェクトアクターに移転され

ていることから、プロジェクト終了後にパキスタン側がこれを継続して取り組むこと。  

 

（２）啓発活動を継続すること 

目標・成果の達成状況から、啓発活動が障害者の社会参加促進にとって、非常に有効かつ

必須の取り組みであることが確認された。他方、アセスメント効果検証から把握されたとお

り、障害者に社会参加への意思が生まれる一方で、その実践を妨げる阻害要因が社会や家庭

に依然としてあることも発見された。すなわち、地域においては障害者や障害問題がまだ十

分に理解されていないこと、社会においても教育や雇用の分野での環境が整っていないこと、

更に、障害者自身にもインフラや福祉サービスへのアクセスの低さから移動や日常生活に困

難を抱えている点等が指摘される。以上から、残り期間においては啓発活動を続け、障害者

と非障害者双方における阻害要因の低減に取り組むこと。 

 

（３）グループ形成に関して、各グループの目的・役割に係る共通理解を築くこと 

プロジェクトアクター間で、障害当時者団体、SHG、家族グループについて、多様な考え

方が共存する状況がみられ、グループ形成の方針が定めにくくなっている。障害者や家族の

グループ化への意欲を高め、設立を円滑に行うために、PST 会合において各グループの A 

STAR プロジェクト（Abbottabad Social Participation Through Awareness Rising Project：A STAR 

Project）における考え方（期待する目的、役割、活動、グループの定義など）の理解を築き、

併せてリーダーシップ研修や各会合等でも、共通認識を広めること。 

 

（４）多様な関係者・企業・個人へ「障害者サービスガイドブック」の配布を行うこと 

取りまとめられた「障害者サービスガイドブック」は、援助サービス、障害者の権利、社

会が果たすべき義務（法規）の理解に有用な情報であるので、DPO や SHG へのみならず、

行政組織、官民支援組織、企業、教育機関、病院、メディア等への配布も検討すること。  

 

（５）アセスメントの分析を行うこと 

プロジェクトは、障害者・非障害者アセスメントの結果を詳細に分析すること。 

 

続いて、中長期的に取り組むべき課題として挙げられる提言は、以下のとおり。 
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（６）リーダーシップ研修生へのフォローアップを実施すること 

持続性の担保の観点から、研修を受けた障害者と家族が確実に社会参加のリーダーとして

確実に活躍していけるように、研修後のフォローアップを行い、これを継続していくべきで

ある。 

取り組みのひとつとしては、DPO、SHG の設立を促す技術的な助言の提供、元研修生同士

の連携の促進、組織運営能力の育成等も考えられる。 

 

（７）アボタバード県におけるプロジェクト効果の持続・発展に取り組むこと 

プロジェクト終了後には、県政府行政の予算措置により、県内の対象 12UC での活動が継

続されることと合わせ、12UC のリソースや知見を活用した非対象 UC への活動展開に着手さ

れるよう期待される。 

 

（８）普及・展開事業の実施体制、詳細アプローチの議論を進めること 

プロジェクトはパキスタン側とともに、プロジェクト効果や教訓を基に、詳細なアプロー

チモデルの特定、実施体制の具体案について議論すること。 

また、障害者アセスメント及び非障害者アセスメントから、潜在する障害問題、優先的な

取り組み事項、プロジェクト効果持続にかかわるリスク要因等を特定し、普及・展開事業の

戦略へフィードバックすること。 

普及・展開事業の対象県の選定については、a）実施体制設置のフィージビリティ、b）活

動財源やリソース確保の可能性、c）現地リソースの確保の可能性、d）治安状況や社会環境、

e）県の政府行政と障害関係者の意向も考慮して行われたい。 

 

５－２ 教 訓 

（１）障害者がメインアクターとなること 

本プロジェクトの成果から確認されたとおり、障害者の社会参加促進には、障害当事者が

可能な限り主導的な役割を担うことが非常に効果的であり、かつ持続性確保の必須条件とな

る。運営管理や活動の双方の人材において、障害者がアクターとなることが重要である。 

 

（２）実施運営の人材には、官民の多様な人材を巻き込むこと 

PST における、政府行政の人材のみならず民間からの人材を巻き込んだメンバー構成の方

針は、ネットワーキング、エンパワメント、インクルージョンの 3 機能すべてにおいて官民

連携の相互作用を促しており、有効な方法論である。 

 

（３）現地リソースを活用すること 

障害者の社会参加の促進には、社会の多様な場面での多様な関係者の関与と、社会文化的

観点からの技術的配慮が必須である。加えて、成果の発現には長い時間を要することを認識

する必要がある。さらに、障害分野はパキスタンを含め多くの国で優先的な取り組みとして

把握され難く、政府財源は非常に限られる場合が多いことも考慮しておく必要がある。 

以上から、障害分野の開発事業においては、現地の官民既存リソース（人材、財源、情報、

場所・設備・施設等インフラ、ネットワーク、メディア等）を最大限に活用することで、障



 

－48－ 

害者や市民が主体となるよう図り、かつ、限られた政府財源の問題へ対応し、効果の持続性

の確保を図ることが期待される。 
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第６章 団長所感 

 

今回の調査の目的は、以下の 2 点であった。 

（１）現在までのプロジェクト活動の達成度の確認 

（２）本障害者支援分野における今後の展望の確認 

まず「（１）現在までのプロジェクト活動の達成度の確認」に関しては、PDM の指標で定めら

れた数の DPO、SHG 及び家族グループを立ち上げることが、プロジェクト期間内に困難であるこ

とが確認された。 

DPO、SHG 及び家族グループを組織化し、立ち上げることが困難であったひとつの理由は、特

に本プロジェクトに特化したものではない。一般的な議論として、多くのステークホルダーを巻

き込んだ形で何かグループを立ち上げる際は、数々の準備・調整が伴い、また試行錯誤を繰り返

す必要があることから、自ずから時間を要するものであり、本プロジェクトでも同様な事象が発

生していたものである。このことから、本プロジェクトの達成指標の設定があまり現実的でなか

ったことが反省点である。 

しかしながら、幾つかのグループは立ち上がり、その過程で立ち上げのノウハウは相手側に移

転できた、と判断できたため、本プロジェクトは当初の予定どおり終了することとなった。 

その他の活動については、おのおのの活動に設定された指標を達成できる見込みが確認された。

このことは、本プロジェクトを通じて、本プロジェクト対象地域であるアボタバード県で、今後

障害者支援活動を引き続き実施していくノウハウはほぼ移転できた、という証であり、今後アボ

タバード県 DCO の強力なリーダーシップの下に、本プロジェクト終了後の活動の継続性・自立

発展性を期待したい。終了時評価調査団の JCC おいても、本件に関しアボタバード県 DCO から

の力強い決意表明があった。ただし、活動には資金が必要であり、アボタバード県が継続的な予

算確保を実施していく必要がある。 

 

次に「（２）本障害者支援分野における今後の展望の確認」に関してであるが、中間評価時の

JCC でも協議したとおり今回の JCC においても、KP 州から本プロジェクトの成功例を基に、ア

ボタバード県以外での県で実施したい意向が示された。中間評価時の JCC においては、「実施中

の本プロジェクトがきちんと完結され、そのノウハウが蓄積されたのを見極めたうえで、JICA と

して次の展開を考慮する必要があると考える」と判断しており、今回の終了時評価において、そ

のノウハウが蓄積されたことが確認できたことから、実施の方向で進めることとしたい。 

ただし、この次期プロジェクトに関しては、本プロジェクトで実施できなかった KP 州のオフ

ィサーの人材育成をひとつの柱とする。これが意味するところは、次期プロジェクトでプロジェ

クト対象県での活動に KP 州のオフィサーがかかわりつつその実施ノウハウを習得し、次期プロ

ジェクト終了後、KP 州のオフィサーが JICA の支援なしで他の県に同様な活動を展開していく布

石とするためである。その候補地として、パリプール県が有力である。 
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